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平成２９年川俣町議会第４回定例会会議録  

 

  平成２９年川俣町議会第４回定例会は、６月２日川俣町役場議場に招集された。  

 

１．出席議員は、次のとおりである。  

  １番 高 橋 清 美 君    ２番 村 上 源 吉 君    ３番 菅 野 清 一 君 

  ４番 斎 藤 博 美 君    ５番 菅野意美子君    ６番 新 関 善 三 君 

  ７番 黒 沢 敏 雄 君    ８番 佐藤喜三郎君    ９番 石 河  清 君 

 １０番 遠 藤 宗 弘 君   １１番 高橋真一郎君   １２番 高 橋 道 也 君 

 

２．欠席議員は、次のとおりである。  

   なし 

 

３．地方自治法第１２１条の規定により、説明のため出席した者は、次のとおりである。 

     町 長  佐 藤 金 正 君   副 町 長  山 田 清 貴 君 

     会計管理者兼会計室長  高 野 誠 市 君     総 務 課 長  佐 藤 広 一 君 

     企画財政課長  佐 藤 修 一 君     町民税務課長  羽 賀 洋 一 君 

     保健福祉課長  丹 野 雅 直 君   産 業 課 長  寺 島 喜 美 夫 君 

     建設水道課長  斎 藤 和 弘 君     原子力災害対策課長  宮 地 勝 志 君 

     教 育 長  佐 久 間 裕 晴 君   教育次長兼学校教育課長  増 賀 喜 芳 君 

     子育て支援課長   佐 藤 真 寿 夫 君     生涯学習課長  山 口  功 君 

     農業委員会会長  鴫 原 秀 雄 君   代表監査委員   佐 藤 嘉 一 君 

     総務課長補佐  佐 藤 義 則 君 

 

４．職務のため出席した者は、次のとおりである。  

     議会事務局長  大 内  彰   書    記  大 内  剛 

                       書    記  菅 野 春 華 

 

５．会議事件は、次のとおりである。  

   会議録署名議員の指名 

   一般質問 
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◎開議の宣告 

○議長（高橋道也君） ただいまの出席議員は、１２人です。定足数に達しておりますの

で、これから本日の会議を開きます。           （午前１０時００分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 日程第１，会議録署名議員の指名を行います。 

   会議規則第１２５条の規定により、議長において、７番議員 黒沢敏雄君、８番議

員 佐藤喜三郎君を指名いたします。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 日程第２，これより一般質問を行います。一般質問は一問一答方

式により行い、議員の発言は答弁を含めて６０分以内といたします。なお、質問及び

答弁は、簡潔かつ要領よく発言するようお願いいたします。 

   通告順に質問を許します。 

   ２番議員 村上源吉君の登壇を求めます。村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） どうも、おはようございます。２番議員の村上源吉です。 

   避難解除をされた山木屋地区の復興事業も商業施設完了間近、営農再開に向けた事

業等が急ピッチで進むものと思います。しかし、川俣町全体を考えたとき、川俣町が

やるべき施策が山積みしていると思います。少子高齢化、人口減、後継者不足、町な

か空洞化、川高の定数割れなど、町として早急の対応・対策が必要と考えます。 

   さて、佐藤金正町長は、町民総参加のまちづくりを公約にしていますが、今がその

ときと考えております。佐藤金正町長は、どのように施策に取り組むのか、また、支

援していくのか、次の質問をさせていただきます。 

   １点目、未来を担う人づくりについて。 

２点目、農商工業の持続振興対策について。 

   以上２点について具体的施策と支援策について質問いたします。どうぞよろしくお

願いします。 

○議長（高橋道也君） 当局の答弁を求めます。町長。 

○町長（佐藤金正君） ２番議員 村上源吉議員の質問にお答えをさせていただきます。 

   まず、第１の未来を担う人づくりについての具体的な施策と支援策はの質問であり

ますが、少子化・高齢化の進展により、園児・児童・生徒数の減少が続く本町におき

ましては、確かな学力と豊かな心をもつ、たくましい子どもを育てるため、かわまた

教育推進プランに基づき、読み聞かせ・読書学習プラン、土曜学習・長期休業学習プ

ラン、宿泊体験学習プランの三つの学習プランを、各学校や関係機関で取り組み、幼

児期からの一貫した教育活動の充実を図ってきたところであります。 

   そうした状況を踏まえ、今後も高度情報化社会及び国際社会に対応したグローバル

な人材の育成という視点に立ち、コンピューター教育や小学校からの早期英語教育を

進めてまいります。 

   また、学校環境の整備につきましては、今後も児童・生徒数の減少が想定されるこ

とから、子どもたちにとってよりよい教育環境のあり方を念頭に置き、住民の皆様の
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意見等を踏まえて検討していく必要があると考えております。 

   さらに、教育の原点は家庭にあるという考え方のもとに、豊かな心とたくましく生

きる力を育むためにも、子育てや家庭教育をテーマにした学習活動の充実に努めると

ともに、子どもたちを地域全体で守り育てる体制をつくり、地域での世代間交流の機

会の拡大や、地域住民の学びの成果を活用し、地域における教育力の強化を図ってま

いります。 

   また、地域とともにある学校を目指し、保護者、地域、学校による学校運営協議会

の充実を図るなど、子どもも大人も相互に学び合う教育体制の構築に努め、未来を担

う人づくりを推進してまいりますので、ご理解を賜りますようお願いを申し上げます。 

   次に、質問の２点目の農商工業の持続振興対策についてのご質問でありますが、農

業は本町の基幹産業であることから、山木屋地区の農地や農業のあり方も含め十分に

考慮し、担い手の支援や特色ある産地づくり、６次産業化の伸展等を目指したいと考

えております。 

   今年度からは、新たな花卉施設の整備や粗飼料生産の準備に入ったところでもあり

ますので、順調に軌道に乗るよう期待をしているところであります。 

   しかしながら、担い手不足は依然として深刻な問題であり、将来の農地利用のあり

方などにも影響を及ぼすため、人・農地プランの策定などを進めながら、担い手の掘

り起こしに加え、地域おこし協力隊の活用による新規就農への参入なども考えられま

すが、並行して有害鳥獣対策にも力を入れながら、耕作意欲の衰退が少なくなるよう

支援してまいりたいと考えております。 

   また、商業においては、経営者の高齢化、後継者不足などにより、商店街の空洞化

が進んでおりますが、空き店舗活用事業により新たな出店も見られるところでありま

す。 

   こうした出店を後押しする取り組みとして、平成２８年１２月から、町商工会、金

融機関との連携のもと、新規創業、二次創業を支援する体制を整えております。 

   また、工業については、有効求人倍率が１.０を超え、労働者不足が課題となって

いるため、平成２８年３月から、町内企業の求人広報、就職合同説明会等の雇用支援

も実施しております。 

   商工業全体において人材不足が深刻であるため、町商工会との連携をさらに強化し

ながら人材確保に努め、国や県の補助事業等の活用を積極的に支援するなど、事業者

とともに経営課題の解決に取り組んでまいりたいと考えております。 

   以上、答弁といたします。 

○議長（高橋道也君） 村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） 何点か再質問させていただきます。 

   町長は、三つの公約ですか、の中で、教育関係もしっかりやっていくということで、

川俣高校の持続と活性化ということもうたってありますが、現在、川俣高校への新入

生の数は何名になっておるでしょうか。また、新入生の地域別の生徒数がわかればお

聞かせ願います。 
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○議長（高橋道也君） 教育次長。 

○教育次長（増賀喜芳君） 今年度のですね、川俣高校の新入生につきましては、高校の

ほうに問い合わせまして、今年度は４８名が、１年生、入学したところでございます。

そのうち２８名が川俣町内で、それ以外の２０名が町外からの入学者となってござい

ます。 

   で、主に多いのが、飯野町から６名。あと、これは出身校で見たところでございま

すが、飯野が６名、あと飯舘が５名が多い。あとは福島市内、あと伊達、二本松等に

なってございます。 

○議長（高橋道也君） 村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） これ、機械科４０名、普通科４０名の定数だと思うんですが、

年々定数割れが起きているわけなんですが、私のころは本当にマンモス校で、普通科、

定時制とも満杯になっていたんですが、私たちのころはですね、機械科の、私、出身

なんで、授業料が月２,４００円、私は小綱木から通っていまして、交通費が定期で

９００円。今現在ですね、川俣－福島間とか伊達市－川俣間とか、そういった学費と

定期の額がわかれば、お聞かせ願います。 

○議長（高橋道也君） 教育次長。 

○教育次長（増賀喜芳君） バスの定期代ということでございますが、福島駅から川俣高

校前までがですね、通学定期でございますが、１か月で２万７,０００円、３か月定

期で７万６,９５０円、６か月で１４万５,８００円でございます。 

   また、伊達市といいますか月舘からですと、同じく１か月が１万６,８００円。こ

ちらは、月舘から福島交通の川俣営業所までが現在運行経路になってございますが、

１か月１万６,８００円、３か月で４万７,８８０円、６か月で９万と７２０円という

状況でございます。 

   また、東和の針道から川高前まで、こちらにつきましては、１か月１万７,８８０

円、３か月で５万９６０円、６か月で９万６,５５０円というような状況になってご

ざいます。 

   以上でございます。 

   すみません。あと授業料につきましては、ちょっと手元に資料がなくて、ちょっと

わからない状況でございます。 

○議長（高橋道也君） 村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） 多分、交通費のほうがかなり高いんだと思います。そういったこ

とでですね、国では高校教育の無償化というような検討にも入っているんですが、や

はり、川高みたいな、川俣地区みたいなところでは、授業料をはるかにやっぱり交通

費にとられるという家庭の負担が大だと思うんですが、その辺の、町として金正町長

は、支援する考えはございませんか。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） ただいまの村上議員の質問の中で、いわば川俣高校に通う子ども

たちの通学費にかかる、いわばバスの定期代だと思います。これは、バス路線しかな
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い場所におきましては、バスの定期代というのは、極めて学校教育の中に占める割合

としては高いというように、私も痛感をいたしております。 

   それらをどのような形で支援することができるのか。私としては、まさに支援すべ

きものだと認識はいたしておりますが、どのような形であれば、これから制度上つく

れるのか。あるいは、これは県立高校でもありますので、特に阿武隈山系とＪＲの路

線のない地域の学校に通う子どもたちの交通費というのは、川高のみならず、負担は

かかっていると思っておりますので、県等と情報交換をしながら、何らかの対応がと

れないものかも含めて協議をしてまいりたいと思っております。 

○議長（高橋道也君） 村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） 本当に、時代の流れとともにですね、授業料よりも交通費が上が

って学校に行けないという、そういった状況も多く見られます。 

   交通費はですね、本当に、高齢者の免許返納にも相当絡んでくるんですが、やはり

県も、県立高校が川俣にあるがゆえに、やはり学校教育、一貫して小中高校とあるわ

けなんで、その辺をしっかりと町長には取り組んでもらいたいと要望しておきます。 

   あとですね、もう一点、川高に魅力がないというのは、生徒数が少ないために、逆

に言うと部活動が成り立たないと。そのために福島の学校に行くという生徒もいるわ

けなんですが、やはりそういったスポーツ関係等も独自にチームプレーばっかりじゃ

なく、そういった部活動に対する町としての支援策等、施策等があるかどうか、ちょ

っと町長にお尋ねしておきます。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） ただいま村上議員の質問でありますけれども、まさに川俣高校が

活力を持続しながら、川俣町にとっては、高校という年代の人材育成の過程、人づく

りにとって、極めて重要な位置づけだと思っております。 

   先ほどは交通費にかかる負担というのもお話がありましたが、現実に定数が８０の

定数に対して、ことし４８名であります。 

   実は、特色ある学校というものをつくっていかなければならないというのは、私も

選挙中もお話ししてまいりましたが、過日、同窓会の総会にもご案内をいただいて、

いろんなご意見も賜りましたし、それ以前にも関係者といろんな意見交換もしてまい

りました。 

   で、一つには、部活の特色をどうするかっていうのが一つでありますけれども、生

徒数が少なければ、おのずと、例えば９人でプレーをする野球部等々については、こ

の３年間、まさに複数の高等学校とチームを組んで、ここ３年間、ほとんど三つの高

校とチームを組んで、高校生の大会に出るという状況も続いていることも事実であり

ます。 

   その団体競技をどのように部活活動の中で持続していただけるのかという課題も発

生してまいりましたし、あるいは、個人競技でありますフェンシングとかウエートリ

フティングとか、あるいは金属加工の分野におきましては、個人プレーでもあります

ので、大変その技量を磨いて、全国で３位になるフェンシングの子どもも発生したり、
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あるいは国体にも出場したり、そういう人もいますし、金属加工におきましては、福

島県でも旋盤加工で１位になったり、東北でも１位になったりした子どももおります。 

   そういったさまざまな面を考慮しながら、やはり川俣高校の特色づくり、それから、

これから中学生等々に対する川俣高校の立ち位置、あるいは希望と夢と教育にかける

さまざまな施策というものを総合的に考えてつくっていかなければならないと強く認

識をしておりますので、過日も同窓会の席上では、川俣高校の同窓会の方々、あるい

は川俣高校の学校、あるいは私ども川俣町、そして本町の教育委員会、あるいは福島

県の教育委員会等々も、いろんな角度から情報を共有して、いろんな知恵を出し合っ

て、これから川俣高校が川俣町にとって極めて重要な位置づけでありますので、どう

いう政策が現実的に可能なのか、あるいはどうあるべきなのかを議会の皆さん方から

も意見を賜りながら、これから第一歩を踏み出せる準備作業に入っていくという認識

に立っておりますので、多面的なご意見もいただければありがたいと思っております。 

   以上でございます。 

○議長（高橋道也君） 村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） いろいろ川俣の業界で、川俣高校を支援して技術指導などをやっ

ている川俣町のマテリアル会ですか、そういった会の方々が行って、技術指導をして

いるという話もあるんですが、町はマテリアル会とどんな交流で、どんな今後取り組

みをしていくか、何かありましたらばお知らせください。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） マテリアル研究会については、かなり以前から川俣町の金属加工

業の経営者の人たちが、連帯をつくって、金属加工のアドバイス、お手伝い、あるい

は原料や資材の供給、あるいは設備の使い方のお手伝い等々をたくさんやっていただ

いて、大変な貢献をいただいていることも認識をいたしております。 

   今週の日曜日でしたけど、そのときにも研究会の役員の方とお会いをしました。そ

して、これからもマテリアル研究会の人たちも川俣高校の機械科のあり方等について

も、ご意見とお支えを賜りたいという話も私がさせていただきましたし、これからも、

先ほどの説明の中にマテリアル研究会もそのメンバーの中に当然入っていただこうと

思っております。 

○議長（高橋道也君） 村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） そのように地域の企業と学校教育が並行して伸展するよう、町も

積極的に参加をお願いしたいと思います。 

   次に、農商工業の持続振興対策についてということで、何点か質問させていただき

ます。 

   まずはですね、新卒者が川俣町の企業に今年度は何名ほど就職されたか把握してい

るでしょうか。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） 質問にご答弁いたします。 

   町では、新規学卒者がですね、町内に定住しまして、町内の企業に就職した場合、
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奨励金を出しております。で、今現在は、その数字しか持ち合わせておりませんが、

その数字を申し上げます。 

   まず、平成２８年度につきましては、奨励金として交付した件数は５件でございま

す。で、業務内容的には、製造業が４件、あとは農林業が１件というような中身でご

ざいます。 

   ちなみに、平成２７年度につきましては、合計７件の奨励金の交付でございました。

内容は、製造業が４件、医療・福祉業が３件となってございます。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） その中で、町内の新卒者は何名かおわかりでしょうか。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） 質問にご答弁いたします。 

   今、総件数しか手元に持ち合わせてございません。その内訳等につきましては、後

お答えしたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） 持続しなきゃならない企業が、やはり新卒者が常に入って回転し

ていかないと、なかなか全産業、持続がかなり厳しいのかなと思います。 

   そんな中で、やはり地域と中央の賃金の格差がかなりあると私は思っています。そ

のために中央に中央にっていう現象が起きるのかなと思っていますが、その辺、福島

市と川俣町の平均の賃金差などは把握しておるでしょうか。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） 福島と川俣の平均の賃金差ということでございますが、そ

の数字については、ちょっと持ち合わせてございませんので、申しわけございません

が、それで答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） やはり私も土建屋に、福島に、２０年近く川俣に、２０年近くこ

ういたわけなんですが、やはりそういった職場においてもですね、やはり賃金の格差

はかなりあるのかなと認識しております。 

   そんな中で、なぜやっぱり賃金の格差が起きるのかなというのは、やはり元請であ

ればですね、全て教育費やそういったものが十分捻出できます。ただ、一次下請、二

次下請となっていくと、逆に言うと教育費というがなが発生してきません。やはり川

俣の産業を見たときにですね、単に数字だけの仕事というがなは、ほとんど多分ない

と思います。手先とか、そういったがな使った技術産業が多いと思います。 

   そういったときにですね、社員の教育費とか、そういったものをですね、やはり幾

分でもこの個人の新規就労者に奨励金とかはあって当然かと思いますし、さらにです

ね、企業への新規就労者への教育費等も町で補塡できれば、さらに会社のほうも、何

つうんですか、社員教育、技術教育も充実してくるのかなと思いますが、その辺、町

としてですね、企業への支援策等は考えられるでしょうか。 
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○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） 質問にご答弁いたします。 

   雇用関係に対する企業にする支援というのは、現在のところ新規企業というか新た

な企業に対しては、そういう制度はございます。ただ、既存の企業に対しての採用に

対する奨励金というかそういったものにつきましては、現在はまだ設けていない状況

にございます。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 村上源吉君。 

○２番（村上源吉君） そういった現在既存の企業にはないということなんですが、やは

り企業がですね、持続していけんのには、やはり人材の教育、そういったものが欠か

せない要素になってくると思います。そういったことからですね、ぜひですね、ただ

言葉では持続といってもですね、やっぱり営利目的で、多分企業の方は全てやってい

ると思います。ただ、そういった中で、やはり、何つうんですか、新しく別分野から

入った就労者、そういった方、新卒者、いろいろあると思うんですが、やはりそれに

費やす社内の教育等は、かなり費用負担になってくると思います。 

   私も土木関係だったんですが、やはり雨降った日、１時間、２時間、私に時間をく

れと言って、いろんな講習をこう、何つうのかな、勉強会をやってきましたが、一時

期は、全作業員、女性の作業員までですね、レベリングまで教えた経験もありますが、

本当に企業が一定の同じ同一の品質のものをつくり上げていくということは、そうい

った教育が大変重要な問題だと思います。 

   そういった面からですね、持続可能と人づくりというがなは、時間と費用がかかる

ということを切に申し上げまして、今後ですね、川俣町が、そういったことを要望し

て私の質問を終わります。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） ９番議員 石河清君の登壇を求めます。石河清君。 

○９番（石河 清君） ９番議員の石河でございます。 

   私は、地域住民の皆様方や町民の方々から私ども日本共産党や党後援会のほうにお

寄せいただいております諸要求や願いの中から、大きくは３点、細部６点ほどにわた

りまして、町当局の今後の対策・対応、あるいは考え方について質してまいりたいと

思う次第であります。 

   まず、質問の大きな第１点目は、徹底除染による環境と生業の回復についてであり

ます。 

   震災原発事故から６年、追悼式典で原発事故を口にしない安倍首相の姿や避難者、

県民を傷つける、たび重なる政府官僚の暴言は、被災者、避難者への支援を打ち切り、

原発再稼働を進める安倍政権の本質をあらわにしているというふうに言わなければな

りません。 

   この間、山木屋地区を初め、帰還困難区域を除く多くの地域で、避難指示解除が進

められたものの、多くの住民から、今のままでは帰れない、これまで以上に支援が必
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要との声が上がっているわけであります。 

   国の福島切り捨てをはね返し、住民本位の復興、生活と生業の再建を進めるために

も、町としてさらに復興に向けての取り組みが必要であるというふうに考えるわけで

あります。 

   申し上げるまでもなく、復興にとって最も重要なことは、住民の復興であるという

ふうに考えるわけであります。全ての被災者の生活と生業が再建するまで、国に必要

な支援を行わせるよう、引き続き、国、東電に強く求めていかなければならないと考

えるわけであります。 

   細部の質問１点目でありますが、３月の定例議会の一般質問の答弁の中でも、町長

は、原発に依存しないまちづくり、住民が主役のまちづくりを進めるという答弁でご

ざいました。 

   当然、本町では、全町民が、全住民が被災者でございますので、全町民に寄り添っ

たまちづくりをさらに今後進めていく必要があるというふうに考えるわけであります。 

   特に、山木屋地区は、３月３１日に避難指示解除となりました。以降、今日まで丸

２か月というふうになるわけでありますが、山木屋に帰還された住民の方、まだ仮設

住宅に残っている皆さん方、また自主避難をされている住民の皆さんから、この間、

町のほうに対していろいろな要望や声が寄せられているというふうに思いますが、具

体的にはどのようなご意見や声が届けられ、町としてどのように対処・対応なされて

いるのかお伺いをしておきたいと思います。 

   続いて、細部の２点目でございます。 

   町民の方々が安心して暮らす上で特に重要なことは、徹底除染による環境の回復で

あります。当然のことながら、空間線量は、０.２３マイクロシーベルトを基準に、

ホットスポット対策、フォローアップ除染は、迅速かつ確実に実施することは、当然

のことであります。 

   いまだに遅々として進んでいない山林除染について、山木屋地区はもとより、全町

内全ての地区で住民が利用し、出入りをされているところ、また、地域の住民が除染

を求める全ての場所を対象に、除染に早急に取り組むよう、国に求めるべきであると

いうふうに考えるわけでありますが、当局の今後の対策・対応についてお伺いをして

おきたいと思います。 

   続いて、大きな質問の２番目であります。再生可能エネルギーの推進についてであ

ります。 

   原発事故における東京電力と国の責任を追及する姿勢を堅持し、原発ゼロ再生可能

エネルギー推進の町宣言などを行い、その具現化を図る必要があるというふうに考え

るわけであります。 

   この間、山木屋地区に設置したかわまた復興発電合同会社の設立や役場庁舎、町内

小中学校、各地区の公民館などへの太陽光パネルの設置が取り組まれてきたところで

ございます。 

   細部の質問１点目、原発事故以降、本町内で、町でも助成をしている１０キロワッ
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ト未満の住宅用太陽光発電設備の設置についての今日まで何基ほどになっているのか。

これらの普及率もあわせてお伺いをしておきたいと思います。 

   続いて、細部の質問２点目、災害時の地域住民の避難場所となっている各地区の公

民館や集会施設などへの太陽光発電の設備の設置、年次計画をつくって実施すべきで

あるというふうに考えるわけでありますが、今後のこの件についての町当局の対策・

対応についてもお伺いをしておきたいと思います。 

   細部の質問３点目、今後は、町として再生可能エネルギー推進の町宣言を行い、太

陽光発電だけではなくて、小水力や風力発電などの整備も含め、今、全国、また県内

各地で始まっている地域主導型、地産地消の住民参加型による再生可能エネルギーの

導入に全力を注ぐべきであるというふうに考えるわけであります。当局の今後の積極

的な取り組みと対応についてお伺いをしておきたいと思います。 

   続いての大きな３点目、子どもの貧困対策についてであります。 

   昨今、子どもの貧困が大きな社会問題となり、その根絶を求める関係者の運動や国

民世論によって、対策法ができたことは大変重要であるというふうに考えるわけであ

ります。 

   子どもの貧困対策の推進に関する法律は、具体的数値目標がないなどの問題はござ

いますけれども、本町では、昨年度から学校給食費の半額補助などを実施し、支援を

行っているところでございます。 

   貧困対策の具体的処方箋は低所得者の家庭の子どもの食の保障、学習権・進学権の

保障などに加え、経済的保障と労働条件の保障なども必要ではないかというふうに考

えるわけであります。 

   どのような対策をいつまでとるのか。子どもの貧困対策に関する数値目標が必要で

はないかというふうに考えるわけでありますが、本町の子どもの貧困の調査について、

基本的な考え方と今後の当局の対策・対応をお伺いをしておきたいと思う次第であり

ます。 

   以上、大きくは３点、細部については６点ほどにわたりまして、質してまいりたい

と思います。 

○議長（高橋道也君） 当局の答弁を求めます。町長。 

○町長（佐藤金正君） ９番 石河清議員の質問にお答えをいたします。 

   初めに、徹底除染による環境と生業の回復をについての、第１項目め、山木屋地区

の避難指示解除以降、山木屋に帰還された住民の方、まだ仮設住宅に残っていらっし

ゃる方、自主避難されている住民の皆さんから、町に対していろいろな要望や声が寄

せられていると思うが、具体的にはどのような意見や声が届けられ、町としてどのよ

うに対処・対応しているのかについての質問でございますが、山木屋地区の皆様から

は、地域活動の担い手不足への不安や農地除染への手直し要望のご意見が多く寄せら

れています。 

   この４月から、仮設住宅の方を皮切りに戸別訪問をさせていただいており、まずは、

特に今後の判断に迷っていると思われる方から伺っております。 
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   訪問でお聞きする大きな課題は、仮設住宅退去後の行き先の不安であります。ご家

族とうまくコミュニケーションがとられていない、あるいは住宅の再建・リフォーム

の方法がわからないなどの声も聞かされております。 

   また、帰還の意志はあっても、帰還者数が少ないことで寂しさを感じて、仮設住宅

の供与が続く限り仮設住宅に住み続けたいとお考えの方もいらっしゃいます。 

   それ以外には、住宅リフォーム中であったり、着工待ちであったりと、帰還、移転

に向けて準備中の状況にある方も多く見受けられます。 

   訪問により明らかになった案件は、全庁的に共有しております。戸別訪問は、仮設

住宅、借上げ住宅や復興公営住宅を回った後は、帰還者への訪問も行ってまいりたい

と考えております。 

   そして、課題を抱えている方々には訪問回数をふやしながら、ご相談を受けて、解

決策を一つ一つ見出せるよう、住民の方々に寄り添った対応に努めてまいる考えであ

ります。 

   次に、２項めのホットスポット対策、フォローアップ除染は、迅速かつ確実に実施

するとともに、山林除染についても、町内全ての住民が除染を求める……失礼しまし

た。山林除染についても、町内全ての地区で住民が利用し、出入りされているところ、

また、地域の住民が除染を求める全ての場所を早急に除染するよう、国に求めるべき

と考えるがという質問でありますが、本町におきましては、復興・創生期間における

東日本大震災からの復興の基本方針を受けて、平成２８年度をもって一般住宅等の面

的除染を終了いたしました。 

   面的除染の終了を受け、昨年度に実施した山木屋地区を除く町全体の詳細事後モニ

タリングの結果におきましては、除染前の全体の平均空間放射線量率が毎時０.４８

マイクロシーベルトであったのに対し、除染後は、平均空間放射線量率で毎時０.１

６マイクロシーベルト、低減率で６７％となっており、経年による自然減衰の効果も

含まれますが、除染の効果が面的におおむね維持されていることが確認されました。 

   しかしながら、一般住宅の雨どい下や雨水升などで、いまだに毎時０.２３マイク

ロシーベルトを超過している箇所が幾つか確認されていることから、住民の不安払拭

と安心・安全の生活のために、それらの箇所についてホットスポット対策であるフォ

ローアップ除染の対象とするよう、引き続き国・県へ要望を行ってまいります。 

   山林除染につきましては、復興庁、農林水産省、環境省等の関係省庁による検討の

結果、森林・林業の再生のためには、放射性物質汚染対処特別措置法による除染だけ

でなく、間伐などの森林整備も含めた総合的な取り組みが必要であるとして、昨年度

から里山再生モデル事業が開始されております。 

   当町では、山木屋地区内の第２親子の森がモデルとして選定され、昨年度は、雪害

木の処理を初めとした森林整備を先行して実施いたしましたが、今年度からは、植樹

区域の下草刈りや林道周りの枝打ちといった森林整備に加え、活動の中心となる広場

やそこへ接続する林道等の除染を実施し、より総合的に事業を展開する計画でありま

す。 
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   これまで行われてきた森林学習活動などが再開されるための環境づくりを目指すほ

か、本事業の成果が、原発事故の被害を受けた町内の森林、里山の再生にも寄与し、

住民の具体的要望にも応えることのできる、恒久的な事業の早期展開について、引き

続き関係省庁に対し、要望を行ってまいります。 

   次に、２点目の再生可能エネルギー推進についての、第１項目、原発事故以降、本

町内で助成している１０キロワット未満の住宅用太陽光発電設備の設置について、何

基になっているのか。また、普及率はについての質問でありますが、川俣町太陽光発

電システム設置補助金につきましては、地球温暖化防止及びエネルギー源多様化の観

点から、非化石エネルギーの利用拡大を目指し、環境負荷の少ない循環型社会を構築

するため、町内における太陽光発電の普及促進を図ることを目的として、住宅用太陽

光発電システムを設置する方に対しまして平成２１年度から取り組んでまいりました。 

   設置基数につきましては、原発事故前の平成２１年度から平成２２年度までは２４

基、原発事故以降の平成２３年度から平成２８年度につきましては１４３基でありま

す。合わせますと合計で１６７基になります。また、普及率につきましては、平成２

９年３月３１日現在の５,５４６世帯数で換算をいたしますと、約３.０％となってお

ります。 

   次に、再エネの２項目め、災害時の地域住民の避難場所となる各地区公民館、集会

施設などへの太陽光発電設備の設置を年次計画をつくって実施すべきと考えるがの質

問につきましては、防災拠点として地域住民の避難場所となる各地区公民館、集会施

設へ配備するものとしては、今後、停電等が予想されますので、非常用発電設備や食

料、毛布等の配備を計画しているところであり、議員ご指摘の太陽光発電設備につい

ては、今後、蓄電池の設備を含めた検討をしてまいりたいと考えますので、ご理解を

いただきたいと思います。 

   次に、再エネの３項目め、町として再生可能エネルギー推進の町宣言を行い、地域

主導型地産地消の住民参加型による再生可能エネルギーの導入に力を注ぐべきと考え

るがについての質問でありますが、再生可能エネルギー推進の町宣言につきましては、

近隣市町村においては、大玉村が平成２４年に再生可能エネルギー利用推進の村を宣

言し、太陽光発電、小水力発電、学習施設としてのエネルギーパーク等、再生可能エ

ネルギーの導入を積極的に図ることとしております。 

   川俣町におきましては、川俣町復興計画に基づき、学校、社会教育施設等に太陽光

パネル、蓄電池及び表示パネルを設置し、防災・節電の視点に立ち、施設に合わせた

太陽光発電システムを導入しております。 

   具体的には、平成２５年度には、富田幼稚園、福田小学校及び川俣中学校、平成２

６年度には、おじまふるさと交流館、川俣小学校及び川俣南小学校、平成２７年度に

は鶴沢公民館、平成２８年度には役場庁舎を整備してきたところであります。 

   今後とも、東京電力福島第一原子力発電所の事故により、被害を受けた地域として、

脱原発という考えのもと、環境との共生と経済的な活力が両立する地域主導型の再生

可能エネルギーの導入を推進していきたいと考えておりますので、ご理解を賜ります
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ようお願いを申し上げます。 

   次の質問の子どもの貧困対策につきましては、教育長から答弁をいたさせます。 

○議長（高橋道也君） 教育長。 

○教育長（佐久間裕晴君） ９番 石河清議員のご質問にお答えいたします。 

   大きい３点目、子どもの貧困対策についてのご質問の、子どもの貧困対策に関する

数値目標や本町の子どもの貧困の調査についての基本的な考え方と今後の対策・対応

等についてでございますが、初めに、子どもの貧困対策に関する数値目標や子どもの

貧困の調査につきまして、本町では子どもの貧困に関する独自の調査は実施しておら

ず、目標数値は設定されておりません。 

   一方、県におきましては、昨年１１月に、福島大学行政政策学類、学類長の鈴木典

夫教授に委託し、子どもの貧困実態に関する調査を実施しております。本町におきま

しても、この委託調査について、対象世帯の抽出など協力したところでございます。 

   なお、先ごろ調査結果についての中間報告がなされたところですが、鈴木教授は、

「この調査により、調査対象の世帯がどのような暮らし向きをしているかを吸い上げ、

貧困というキーワードの相談ではなく、一般的な子育て相談から子どもの貧困ケース

をいかに洗い出すかが大切だということが見えてきた」と述べておられます。 

   本町におきましては、子育て家庭支援事業として、低所得あるいは多子世帯等に対

して、保育園・幼稚園における保育料の軽減、小・中学生につきましては、給食費の

半額補助、要保護・準要保護児童生徒援助費の支給に加え、ひとり親家庭に対しまし

ては、児童扶養手当の支給及びひとり親家庭医療費助成事業を行っているところであ

り、さらに、高校や大学などの進学に際し、経済的理由により修学が困難な方のため

に、川俣町奨学資金の貸与を実施いたしております。 

   また、社会福祉士の免許を有するスクールソーシャルワーカーやスクールカウンセ

ラーを配置し、子どもの教育相談や家庭相談を実施し、状況把握と課題に努めており

ます。 

   子どもの貧困対策、今だけを見つめるものであってはなりません。貧困の状況下で

育った子どもが大人になっても貧困から抜け出せないといった、いわゆる貧困の連鎖

によって、子ども達の将来が閉ざされることは、決してあってはならないと認識して

おります。 

   なお、先ほど述べました、子どもの貧困実態に関する調査結果の取りまとめ及び対

策検討会議が６月中旬に全ての町村の子ども貧困対象課が集まり、会議が催されます。 

   教育委員会といたしましても、それらの結果の分析を行い、将来を担う子どもたち

が安心して健やかに成長できるよう、今後の対策・対応につきましては、現在の取り

組みを基本といたしまして、町部局と連携した子育て支援策を展開するとともに、数

値目標の設定が可能かどうかも含め、対策を検討してまいりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。 

   以上、答弁といたします。 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 
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○９番（石河 清君） ９番です。何点かについて、再質したいというふうに思います。 

   山木屋の皆さんも、本当に一部の方でございますけれども、帰還というふうになっ

て、私も何人かですね、知り合いにも会って、いろいろお話も伺ってきた経過もござ

います。いろいろ町のほうにも、先ほど答弁もあったように、寄せられているかなと

いうふうには思うんでありますが。 

   で、この前、ちょっと数字、町のほうから伺った数字ではございますけれども、当

面、帰る予定の皆さんの大体百二、三十ぐらいはあれですかね、世帯で帰るような方

向も出てるんですが、実際に今帰ってんのは、その半分くらいっていうふうに、これ

５月１日の日付なので、これはあれかい、その後、１か月経過してるんで、新しい数

字はもっと上がってるんですかね。こんとき聞いた数字では、１３９人の６４世帯ぐ

らいが一応戻ったんではないかなっていうようなことで報告あったんでございますけ

れども、その後１か月経過っていうこともございますので、新しい数字もしわかれば

お聞かせいただきたいと思いますが。 

○議長（高橋道也君） 原子力災害対策課長。 

○原子力災害対策課長（宮地勝志君） お答えいたします。 

   ６月１日現在でございますが、帰還者としてですね、７２世帯、１５９人の方が山

木屋地区のほうに今お戻りになられている状況でございます。 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 

○９番（石河 清君） ９番です。これからっていうことではないかなっていうふうに思

うんですが、それで、私もですね、これは、戻っている、あと間もなく戻る方に言わ

れたんですが、やはり除染の問題で、この方は、やはり津島のほうに近い方なんで、

やっぱりこの高いんだよなって言われたのない。だから、本音の部分では、いや、帰

る人が言ってるんだよ。そうすっと、やっぱりあの辺は坂下の人なんだ。高いんだよ

なって言うんですよね。最初にあったのが。だから、そこもちょっとおれ、そこに行

っては、今現場ではかってこなかったんだけれども、本人に今ね、そう言って、今仮

設にいるんだけども、間もなく戻る段取りなんですよ。家も直したからって言ってた

から。 

   だから、本当に、頭からはない、口に言うか言わないは別にして、まあ私らもほう

なんだけども、下にいても、あれ、これ本当に徹底除染っていうかな、本当にこれ、

まずきちっと今やんないと、本当にこれ、将来もずっとこれ、住まなきゃなんないわ

けだからね。 

   まあ、そういうことを思いますとですね、これ、川俣もそんなことを言ってはあれ

ですが、川俣全町でもですよ、まあ、これ、約７割は山林でございますわね。山木屋

は８割は山林でございますよね。だから、そういうところに私らは住んでるわけだか

らない、住んできたわけだから、山木屋の皆さんは。 

   だから、農業はもちろん基幹産業だけども、農林業だからね。結局、かつてはシイ

タケ業を主にやってきたね。まあ、阿武隈山系の本当に高く売れたわけですよね、原

木なんかもね、県外に相当昔は売りましたよね。 
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   だから、本当にそれ、農業プラス林業で食ってきたわけですよ。だから、そこの山

の部分を、除染をやんないっていうことで、私は復興には到底ない、私は復興にはな

んねっていうふうに思うんですよね。だから、国とか東電の考えは、山は最初から、

それは無理だ、銭かかっからやんねえみたいな、まあ、我々もさ、諦めて言わねえ面

もあんだけど、それも悪いんだけれども。だから、本当に復興に向けては、やはりこ

の山林、森林かい、やっぱりきっちりこれ、除染させないと、私は復興にはならない

っていうふうに思うんですよね。 

   だから、その辺の、町長どのように考えてんだかね、私は改めて伺いたいんだな。

私は基本的にそう思うんです。だって、８割、７割の山林をですよ、徹底除染やんな

いで、いや、里山はやるとかっつって、一部それは大変結構なことで私は賛成だけれ

ども、だから、山林を基本的にやはり放っぽっておいて、年数がたてば下がっからな

んて。だって、年数おいたって、下がったって、雨降って流れるだけで、取り除かな

っきゃ放射能はなくならないんだからね。 

   そういう点で、町長、その辺、再度伺います。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 石河議員の再質問の、いわば山林の除染への私の考え方でありま

すが、今までも川俣町が、いわば山林除染をしっかりやってくれという要望を再三に

わたって要望活動をしてきたことは、十分認識をいたしております。 

   今先ほど答弁に申し上げました里山再生については、一つのモデルとして山林の中

に除染作業を入れて、あるいは枝打ちだとか交流するスペースだとか集うスペースだ

とかをとりあえず先駆的に取り組みをやっていただけるというモデル事業であります。 

   モデル事業はモデル事業でやっていただきながら、その成果等々もしっかり見きわ

めながら、その後、それに追っかけて全体の山林の除染のありようについては、やっ

ていただけるように、強くこれからもその要望活動は続けてまいりたい。そのように

思っております。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） ここで休憩します。再開は１１時１５分といたします。 

                              （午前１１時００分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 再開します。再開します。       （午前１１時１５分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 

○９番（石河 清君） 町長から答弁をいただいたところでございますが、とにかく山林

については、本町の本当に７割、８割を占める山林でございますので、こういうとこ

ろで私どもは生活をしておったわけですし、これからも生活をしなきゃならないわけ

ですから、基本的には、私は全てのところ、これは東電と国の責任で除染するっての

が、私は求めていかなくてはならないっていうふうに思うんで、改めてその辺も強く

要請しておきたいっていうふうに思う次第でございます。 
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   あとですね、この、今、里山っていうことで、新聞等で私も見ておって、ただ、こ

としに入ってからも何かあんまりその辺、国のほうの、里山の、何ていうのかな、定

義づけっていうか何か出てないような気がするんだよね。だから、今、山木屋で確か

にやってるけれども、じゃ、山木屋以外の下のほうでは、どこもやってないんでしょ

う。モデル的に今やってっから、これからなんだと思うけれども、それにしても遅過

ぎますよね。 

   だから、里山なら里山、きちっと位置づけをして、当面ですよ、まず里山の除染を

やるっていうんだったら、これ、下のほうも、我々のところ、山木屋以外のところを

早く具体化をしてですよ、取り組んでいただかないと、みんな下のほうの人も口には

出さないけれども、みんなそう思ってるわけですからね。みんな裏山の雨が降れば流

れてきて、せっかく除染したのがまた高くなってるわけだからね。だから、下のほう

に私らども住んでるんですが、みんな同じですよ、裏山をみんな抱えてるわけだから

ね。 

   だから、そういう点で、とにかく里山としての定義づけや何かも国のほうにきっち

り求めていただいて、早くですよ、私ども下のほうについても取り組んでいただきた

いと。そのような、町として、まず、きちっと方針を持って、進めていかなきゃなん

ないと私は思うんですが、その辺の考え方を、里山についての、伺います。 

○議長（高橋道也君） 原子力災害対策課長。 

○原子力災害対策課長（宮地勝志君） 先ほどは、町長からもご答弁ありましたが、原発

災害ですね、受けたのは、山木屋地区だけじゃなくて、当然全町的なものでございま

す。 

   これは、川俣町だけじゃなくてですね、県内の各地から、やはり山林全てをですね、

除染すべきだと、そういうところが生活環境となって暮らしているところとしては当

然の要求だということで、声をですね、大にした結果、ようやく国のほうが重い腰を

上げてですね、里山除染のモデルというふうに入りました。 

   で、私ども、その打ち合わせの中でですね、川俣町、１００を超える行政区がある

と。決して、その、山木屋地区だけがですね、山があるということではないと。とい

うことは、もう１００以上のですね、里山はあるということの認識に立ってですね、

町のモデル事業に取り組んでいただきたいということを強く申し上げております。 

   当然、このモデル事業だけで終わることなくですね、町内全域のですね、里山の除

染につなげていけるよう、強くですね、引き続き求めてまいります。 

○議長（高橋道也君） 課長、里山の定義づけって言ってんだから、それを答えてくださ

い。 

   原子力災害対策課長。 

○原子力災害対策課長（宮地勝志君） 里山の定義についてですね、打ち合わせの中で確

認をいたしましたが、特段これという表現はございません。 

   ですから、私どもは、里山というのはですね、先ほど議員からもご質問ありました

が、裏山ですね、もう人が入れるところですね。それは全て里山と認識しているとい
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うふうに申し上げております。 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 

○９番（石河 清君） ９番です。当然、里山について、当面はそういうことで、国のほ

うに強く求めていただきたいと、強く申し上げておきたいと思います。 

   町としてですよ、本町の、この７割、８割を占める山林のですね、いわゆる森林の、

今までこれで一定の所得も収入もあって、これで飯を食ってきたわけだから、生業な

わけだから。だから、町として、この山林の、森林の整備計画やなんか、振興計画も

含めた、きちっと持って、これから取り組んでいかなっきゃなんねえと私は思うんだ

よね。 

   その辺はどのように考えてるんですか。町として山林の、森林の振興整備計画につ

いて、今後、ちゃんとつくって、やはり取り組んでいかなきゃなんないと私は思うん

ですが、その辺の考え方。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） ご質問にお答えいたします。 

   森林の振興整備計画というお質しでございます。森林整備につきましては、森林再

生事業というのが、第１期として、これは国の交付金をいただいての事業でございま

すが、第１期として平成２５年度から２９年度までが、第１期としての計画となって

おります。町はこの計画に基づきまして、平成２６年度からこちらの事業には取り組

んでまいりました。 

   で、２９年度までとなっておりますが、現在、平成３０年度の要望調査が来ており

ます。ということで、そのことから第２期というのが続くのかなというふうに考えて

おりますが、こういった事業を活用しながら、森林整備のほうには行ってまいりたい

というふうに考えております。 

   ちなみに、２６年度から２８年度までにつきましては、森林整備した面積が１７.

７３ヘクタールほどでございます。あと、平成２９年度に予定しているのが約５３ヘ

クタールほどでございますが、こちらの数字からすれば、まだまだ面積的には少ない

んですけども、こういった事業に取り組みながら森林整備には努めてまいりたいとい

うふうに考えております。 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 

○９番（石河 清君） ぜひですね、町として、今進めておられると思うんですが、とに

かく森林の将来の整備計画を持って、計画的に進めていただきたいというようなこと

もあわせて強く要請しておきたいというふうに思います。 

   あと、特にこれ、山木屋の皆さんが帰還して、これから農業再生に向けて頑張って

いかなっきゃなんないっていう点で、農地の除染も、今、確かにずっと進んではいる

んだけれども、いろいろ事情があるんでしょうが、まだ、手つかっていない農地もあ

りますよね。ほら、いろいろ事情もあるかと思いますが、その農地除染、とにかく基

本的には全て、私はやんなきゃだめだっていうふうに思うんですよね。例えば、戻ん

なくたって、隣の農家さんが戻って、やはり農業を再開するわけだから、やはり全て
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の農地をやはりまず除染をさせるということで私は考えておるんですが、その辺の農

地の除染についてどうなんですか。１００％終わってるんですか。その辺の取り組み

について伺います。 

○議長（高橋道也君） 原子力災害対策課長。 

○原子力災害対策課長（宮地勝志君） 環境省から報告をいただいている関係で、ご説明

をさせていただきます。 

   農地のですね、全体の概数でございますが、９７４ヘクタールが環境省として把握

をしてるところで、２８年度までにですね、農地除染として実施したのが、このうち

６０８ヘクタールでございます。 

   そして、２７年度までにですね、農地ではないんですが、畦畔、のり面、草、草地

としてですね、剥ぎ取りを実施したようなところが２６４ヘクタールということでご

ざいます。なお、現況が山林化しているところはですね、除染のちょっと対象となり

ませんが、こちらが６９ヘクタールということです。 

   そして、２９年度以降の実施としまして、３３ヘクタールといった、今こんなよう

な状況の報告をいただいております。 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 

○９番（石河 清君） とにかく早急にですね、全ての農地について除染を行うように、

私のほうからも強く要請をしておきたいっていうふうに思います。 

   あとですね、とにかくこれ、山木屋の農業っていうのは、本町の農業にとって、川

俣の農業の半分は山木屋の農業で持ってたようなもんですよね。だから、今までお金

も大分つぎ込んできましたよね、山木屋についてはね。もちろん基盤整備もやった、

いろいろと。 

   だから、この広大な、本当に今までやったところだけでも、５００、６００町歩、

こういうところを本当にですよ、きっちりと、今後作付できるような方向に向かうに

は、これらの優良農地を守ってですね、荒らすことのないように、優良農地なわけで

すから、これを失わないようなためにですよ、これ大変大事になってくるんですが、

当面この再生に向けた農地の管理っていうのかな、これ大事になってくると思う。特

に作付を考えた場合に、堆肥を入れて、当然これ、土づくりもやんなきゃなんねえ。 

   だから、その辺を当面、本当にやる気のある農家の皆さんと合わせて、本当にどの

ような段取りで、これは進める段取りで、今、今後の農業再生に向けて取り組まれよ

うとしているのか。これはことしから本当に本気になって取っかからないと、本当に

これ、せっかくのね、除染した５００、６００町歩、本当にみすみす失うようになっ

ちゃうから。 

   だから、その辺、本当に、町長、どのような段取りでこれやる考えなんだか、ちょ

っと具体的な取り組みも含めて伺います。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 今、指名をいただきましたので、概要だけ申し上げて、詳細につ

いては産業課長のほうから答弁をさせていただきますが、いわば６０８ヘクタールの
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農地が除染は完了したというように、環境省からは伝達をいただいておりますけれど

も、午後からの質問にも若干絡む懸念もありますけれども、それが現実的に農業者に

とっては、高低差があったり石れきがあったり、丁寧でないとか、あるいは再生、栽

培には向かないとか、いろんな苦情もあることも事実であります。 

   ただ、できたところに関しましては、人・農地プラン等も入れながら、所有者の

方々と一筆一筆、お一人お一人と相談をしながら、その保全管理をやっていただく作

業の準備に今入って、これから、動かせるところは、健全な状態で保全していこうと

いう考えであります。 

   なお、まだ帰還をされてない人の農地っていうのがほとんど。帰還をされてる人が

先ほど出たように、わずか１５９人でありますし、その人たちがみずから農業をやっ

てくれる人っていうのは、まだそんなに数多くいらっしゃいませんので、ヒュッテフ

ァームの人たちとかにもお手伝いをいただきながら、保全管理にとりあえずできる部

分から取り組むというのが、第一の切り出しだと思っております。 

   なお、詳しい中身等々については、産業課長のほうから、また補足があれば、して

いただきたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） ご答弁いたします。 

   まず、委任保全というものがございまして、山木屋の農地、大部分がこちらの委任

保全になるのかなというふうに考えております。こちらにつきましては、先ほど町長

からも答弁がございましたが、農事組合法人、立ち上がりまして、大方そちらのほう

で保全をしていくのかなというふうに考えております。また、委任せずに自分で保全

管理を行う方もおります。その方々につきましては、保全管理後、営農しなければな

らないというようなことで、まず、その畑なりなんなりにどういった作物が適してい

るのかというようなことも今後出てくるかと思います。そういったことにつきまして

は、現在、農協等と話等を進めながら、説明会等は開かなくちゃならないというよう

なことを考えているところでございます。そういったものを提案していきながらです

ね、山木屋の農地につきましては荒らさずに保全、それに進んで営農再開というよう

な形で進んでいけたらいいなというふうに考えております。 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 

○９番（石河 清君） とにかく当面ですね、農地の保全、地力増進などに全力を傾けて、

傾注して取り組んでいただきたいと強く要請しておきたいっていうふうに思う次第で

ございます。 

   あとはですね、これから戻る人もですね、まあ、これは年配の方を中心にした、本

当にこれ、災害っていつ起きっかわかんないですよね。これから本当にこの、一昨年

もね、大洪水、大雨で、これ、まだいまだにこれから復旧というような、山木屋なん

か、まあ、下のほうもまだ復旧終わってないんだけれども、で、ゲリラ豪雨なんかも

本町でも昨今多くなっておるんで、大地震だってまだこれから来っかもわかんねしね。

で、万が一に備えて、特にこれ山木屋の皆さんも、これ、帰って、これ災害弱者の人
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がほとんどでねえかなって私はこう、心配しておるんですよね。帰る人はだよ。だか

ら、今、本当にこれ、いざっていうときに、これは大変だなっていうふうに思うんで

すが。で、もちろんまだ一部の人なわけだから、その帰って、今、当面ね、帰還した

人の中で、例えば消防団員の皆さん、行政区長、民生委員の皆さんはどのぐらいこれ

戻ってんのかね。やっぱりこう頼りにされる、いざってときに消防団員、区長さん、

頼りにせざるを得ねえっていうのかな、民生委員さん、その辺がこの、今当面戻って

る中でどのぐらいの数戻っていらっしゃるんですか、これ。はい、伺います。 

○議長（高橋道也君） 総務課長。 

○総務課長（佐藤広一君） 質問にお答えをさせていただきたいと思います。 

   消防団員の数であります。１０分団、今現在ですね、６７名が登録されております。

ですが、最終的に山木屋地区に戻る方については１４名から１５名というようなこと

で分団のほうでは把握をしてるところでございます。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） 民生委員の帰還状況ですが、今ちょっと把握してござい

ませんので、後、お調べの上、お答えしたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 総務課長。 

○総務課長（佐藤広一君） 大変すみませんでした。行政区長の帰還の状況について説明

が漏れておりましたので、改めて答弁をさせていただきたいと思います。 

   行政区長１１名、山木屋地区おります。帰還なさる方が、７名が帰るというような

意思表示を伺っているところでございます。 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 

○９番（石河 清君） ええっとですね、すっと消防団員もこれ本当に、こんなこと言う、

あれですが、山木屋もほれ、広いあれだけのね、ほしてこれあちこちに、戻った人も

あちこちなわけですよ。したら大雨降ったりしたらこれ、回りだけでもこれ容易じゃ

ないと思うんです。自分ではできない人もいるわけだからね。今、車も持ってなくて、

買い物にも行かんにっつう人も今いるわけだから、これ大変な状況。だから、万が一、

これ命にかかわることだからね、私、大変重要だなっていうふうに思うんですが、だ

から団員、だからもちろんその辺、団員の、まあ、何ていうのかな、この連係プレー

も大事になってきますわない。当然、隣の小綱木、大綱木になりますか、特に接して

るね、その辺の団員の皆さんの協力、分団のね、連携。これはきっちりこれ今から段

取りぶって、そういう万が一の場合の対策、どうなってるのか、対応とられているん

ですか。 

○議長（高橋道也君） 総務課長。 

○総務課長（佐藤広一君） 山木屋地区の消防団員については、先ほど言った少数になる

ところであります。少数になったためにですね、この災害等の対応ができないと大変

な事態になりますので、今回、分団長会議等で協力体制を改めて確認をとったところ

でございます。 
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   なお、前回の臨時議会においてですね、山木屋地区に消防屯所を集約してですね、

配置をするということで、事業費を認めていただいた経過もございまして、今回３台

を集約をしまして、出動態勢についても緊急に出動できるような体制もつくるし、あ

と隣接する分団についての応援体制も確立をしてるところでございます。 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 

○９番（石河 清君） いずれにしろですね、当面、これ、あすにでもどうなるかね、災

害の場合はこれ本当にわかんないわけですから、これは本当にきっちりそういう連係

プレーもしながらですね、対策・対応を考えて、取り組んでいただかなきゃなんない

っていうふうに思います。 

   あとですよ、先ほどとにかく災害弱者、年寄りばっかりではない、障害者もいる。

中には妊産婦もいる。外国人もいる。いろんなこれ、災害弱者、まあ、ほの半分以上

だと思うよね、山木屋の場合なんか。下のほうだって全町的に４３％なわけだから、

今。６５歳以上も含めるとね。この災害弱者が。この町の場合は。だから、今回山木

屋に帰還されるなんていったら、本当にこれ、６割、７割はね、弱者の皆さんじゃな

いですか。その辺、きっちりと把握をとにかくしてもらって、対策・対応をしていか

なきゃなんないわけだから。やっぱり把握してなくてはどうにもなんないね。だから、

本当にその辺を把握に努めてください。だから、きっちりその辺をですね、まず取り

組んでもらうっていうことをまず改めて申し上げる必要は私はあるっていうふうに、

今聞いてて思ったんですよ。その辺も、特に町民福祉課長のあれかな、何かさっきの

答弁では。 

   だから、今本当にこれ、いろんなそういう弱者の皆さんの、本当に例えば避難所に、

避難場所に行きてだって行かんに人もいるわけだから、どうすんだいっていうことで

しょ。だから、そういうことを考えて対応してもらわないと、私はだめでねえかなっ

ていうふうに思うんですよ。だから、それ、きっちり本当にあしたからもそういう体

制できるような、やっぱり取り組みにしてもらわなきゃなんねえんですよね。その辺

ちゃんとやってもらえるんですか。 

○議長（高橋道也君） 原子力災害対策課長。 

○原子力災害対策課長（宮地勝志君） 最初の答弁でも申し上げましたが、戸別訪問のほ

う始めております。まずは仮設住宅から始めておりますが、帰還された方もですね、

回ってですね、今お話があったような、特にこうお困りが考えられる方、こういう方

をですね、しっかりと把握をして、そして全庁的に共有をしながらですね、対策等を

しっかり個別に考えていきたいと思います。よろしくお願いいたします。 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 

○９番（石河 清君） とにかくきっちり把握してもらって、とにかくきっちり、万が一

に備えてですね、対応していただきたいと強く要請をしておきます。 

   あとあわせて、ちょっと心配だから、例えば災害時にはね、ドクターヘリも含めて、

万が一ほれ、命にかかわることなんで、山木屋って離れてるから、やはりこれヘリコ

プターで移送しなきゃなんねなんて場合もありますわない。私んとこも前あったけど。
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私んとこなんかヘリコプターおりらんにので、小島の場合だよ、月舘の農村広場にお

りて助かった人もいるんですよ。なので、山木屋はあれかい、ヘリコプターおりられ

る、何だ、ヘリポートちゃんとあるんですか。 

○議長（高橋道也君） 総務課長。 

○総務課長（佐藤広一君） 防災ヘリ等、ドクターヘリ等に提供できるヘリポートについ

ては、山木屋小学校の校庭を充てているところでございます。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 石河清君。 

○９番（石河 清君） まあ、本当にこの災害に、本当に万難を排して対応できるような

体制をですね、とにかく強く申し上げて、要請をしておきたいというふうに思う次第

でございます。 

○議会事務局長（大内 彰君） 石河議員、残り５分です。 

○９番（石河 清君） あ、はい。ちょっとここに時間をかけてたんで。うーん、あとで

すね、あ、ここ、はしょるか。太陽光発電以外のですね、本町には本町の自然的な条

件を考えればですよ、再生エネルギーの問題で、やっぱり私は積極的に、これ、風力

もある、小水力もある、その気になってそういう計画も何か、多分、計画書みてえの、

ないですよね。その辺もこれ、これからでもいいので、私はですね、そういう風力な

り小水力なり、だから太陽光はもちろんだよ、あわせてとにかく取り組んでいかない

と、私は今のままでは立ちおくれっちまいますよね。特にこれ、我が町はこれ、山木

屋も避難しているね、これ本当に原発でひどい目に遭ってるわけですから。原発に頼

らない再生エネルギーをね、とにかく今取り組んでいかなきゃね。そういう姿勢とし

ては私は全く弱いんでねえかなと。きっちりその辺のですね、今後の計画も持ちなが

ら取り組んでいただきたいというふうに、町の宣言なども、だから、やんなきゃなん

ねえと思うんですよ。その辺、町長どうなんですか、これ。町の宣言も含めて。取り

組み。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 石河議員の質問に答えさせていただきます。 

   まさに原子力災害に見舞われた私どもの町は、その再生可能エネルギーに転換して

いこうという思いは、避難なさった方も、あるいはここに住んでる人たち皆共通の思

いだと思っております。福島県でも２０４０年を目安として、再生可能エネルギーで

全て県内の必要な電力は賄おうという考え方を議決をされて、私もそのメンバーとし

て議決にも加わってきました。 

   実はこの川俣に、この町長職についてから、川俣町の再生エネルギーは何がどのぐ

らいできそうなのかっていうのを私なりにはいろんな人たちから意見を賜ってまいり

ました。今、質問のあった風力と小水力と太陽光について申し上げますと、風力につ

きましては、その川俣町の地形からしてその風力発電が使えそうなところは、残念な

がら花塚山系列でやりますと一番上なんですよね。頂上付近。そういう部分に、今、

風力発電の場所には大型のトレーラーが入っていけることが、設置工事あるいはメン
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テナンス工事等々からして最低条件になってしまうんですよ。そこに別な方法で運ぶ

小さい風力等々も今いろんな研究はされておりますけれども、まだ現実的には運用の

段階に至ってない。大量にやろうとすると、接続連携で川俣の変電所が余力がないっ

ていうのが大きな課題でもあります。そこはこれからも広域的に福島県の考え方も含

めて研究する価値があると思っております。 

   それから、小水力につきましては、この小水力の定義ってのが曖昧で、俗にマイク

ロ水力とか言ってますけど、今、私のところでこう、今、調査ってか情報を得ようと

しておりますのは、例えば飯坂でありますと、三百川の飯坂小学校あるいは公民館の

ところの水量を生かしながらマイクロ水力をとれないかな。それで、小学校なり公民

館で、わずかではありますけれども、供給ができる可能性はあるんではないかなって

いう気もいたしております。それと同じように小綱木の川、それから大綱木の公民館

かいわい、小綱木も公民館かいわい、あと女神川は福田の公民館かいわいでできない

ものかっていう課題を今研究中であります。しかしながら、その水利権をとるという

のがなかなか難しい課題もあって、これから調査研究をしていく課題だと思っており

ます。それから今、もう一度その太陽光の話いただきましたけど、太陽光、現実にや

っぱりおてんとうさま次第の発電なので、これからは蓄電の取り組み、設備の新たな

開発が並行して進まないとなかなか難しいんではないかな、そのように感じておりま

すし、再エネについては意識も前向きに向かいながら、さまざまな研究に取り組んで

いきたいと思っております。 

   以上でございます。 

○９番（石河 清君） 以上で終わります。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） すみません。先ほど答弁できませんでした山木屋担当の

民生委員さんでございますが、６名中３名が帰還されているということでございます。 

   以上です。 

○議長（高橋道也君） １番議員 高橋清美君の登壇を求めます。 

   高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 皆さん、こんにちは。１番 高橋清美でございます。どうぞよろ

しくお願いを申し上げます。 

   初めに、今回、川俣町広報紙が全国広報コンクールで広報紙部門町村の部で１位に

当たります特選と総務大臣賞を受賞されましたこと、まことにおめでとうございます。

今後もよりよい広報づくりに頑張っていただきたいと思います。 

   それでは、通告に従いまして一般質問をさせていただきます。 

１点目、高齢者に対する支援策であります。 

（１）町独自の支援策はあるのかですが、昨年９月定例議会、ことしの３月定例議

会にも質問をしておりますが、その後の何か進展があったかお伺いいたします。 

（２）独り暮らしの高齢者に対する支援策は。 

（３）介護施設の入居者に対する補助は。 
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この２点についてもその後進展があったか伺います。 

   ２点目、西部工業団地の企業誘致等の進捗状況であります。私が議員になってから

これについては毎回質問をしておりますので、明確な答弁をお願いをしたいと思いま

す。 

（１）３月定例議会後の企業誘致等の進捗はでございます。関心がある４社のうち

２社が、当定例議会で答弁しておりますが、この４社にはその後何か行ったかお伺い

いたします。 

（２）企業誘致推進会議の内容はでありますが、昨年の６月２８日に開催されてお

りますが、その後、開催しているのか。開催されていればその内容について伺います。 

   以上２点について質問をいたします。明確な答弁をお願いして、私の一般質問とさ

せていただきます。 

○議長（高橋道也君） 当局の答弁を求めます。 

   町長。 

○町長（佐藤金正君） 高橋清美議員の質問に答弁をさせていただきます。 

   初めに、高齢者に対する支援策はの（１）町独自の支援策はあるのかの質問であり

ますが、平成２７年度における第６期介護保険制度改正により、全国一律の基準で実

施されていた介護予防訪問介護と介護予防通所介護が、介護給付費から地域支援事業

に移行し、従来のサービスに加えて、町独自の基準の介護予防・生活支援サービス事

業に変更となることを踏まえ、本町においては平成２８年３月から新総合事業へ移行

し、町内のＮＰＯ法人等と連携しながら、町独自の支援策を実施しているところであ

ります。 

   次に、（２）独り暮らし高齢者に対する支援策はについての質問でありますが、川

俣町高齢者保健福祉計画第６期介護保険事業計画に基づいて、高齢者支援策の一つと

して、町事業として、ひとり暮らし高齢者のための緊急通報体制整備事業を実施して

おり、約９０名が利用しております。また、社会福祉協議会においては、ひとり暮ら

し高齢者のつどい、ひとり暮らし高齢者ふれあい会食交流会、サロン活動の支援等を

実施をしております。その他、川俣町老人クラブ連合会による訪問活動や、民生委員

による安否確認など、各関係機関がさまざまな支援を行っているところであり、引き

続き関係機関と連携しながら、ひとり暮らし高齢者対策に取り組んでまいります。 

   次に、（３）介護施設の入所者に対する補助についてでありますが、現在、町にお

いて入居者へ補助する制度はございませんが、国の制度において、介護保険３施設、

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介護療養型医療施設や、短期入所を利用する

方の居住費と食費については、町民税非課税世帯の方については、居住費と食費の負

担軽減を行っているところでありますので、国制度の周知等々に努めてまいりたいと

思います。 

   次に、大項目２点目の、西部工業団地の企業誘致等の進捗状況は、（１）の３月定

例議会後の企業誘致等の進捗はについてのご質問でありますが、３月定例議会で報告

をしておりましたとおり、現在、２社に立地の可能性を検討いただいております。適
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宜、連絡をとっている中におきましては、当町までの通勤状況を確認している、ある

いは事業連携会社と相談しているなど、社内で検討作業を進めているとのことですの

で、今は検討の行方を見守っている状況であります。この２社以外では数件、西部工

業団地の問い合わせがありましたが、いずれも発電や売電事業用地としての相談であ

りました。現状としては、売電事業については、川俣変電所の空き容量がないため、

送電するためには新たな対策工事が事業者側に発生することになります。そのため、

西部工業団地においては、発電したものを自家消費する事業の誘致は可能であります

が、売電事業は実質的には不可能と判断をいたしております。企業誘致活動について

は、電話により問い合わせのあった企業、あるいは福島県主催の工業団地視察ツアー

参加企業等に対し、適宜、現地案内を行うとともに、町の支援制度等を説明しており

ます。このほか、町内金融機関等の協力も得ながら、県内外の取引先企業へご紹介い

ただくなど、地道にＰＲ活動を進めてまいりたいと考えています。 

   次に（２）企業誘致推進会議の内容についての質問でありますが、この推進会議は

産業課長が議長を務め、企業誘致に関する調査研究、情報発信、連絡調整、立地条件

の調整等を行う内部組織であります。西部工業団地への進出が決定しておりますミツ

フジ株式会社は、現在、立地計画の最終調整を行っており、間もなく町へご提出いた

だけるものと伺っております。この最終の立地計画が提出されましたら、推進会議で

情報を共有し、ミツフジ株式会社の工場建設が円滑に進められるよう連携を密にして

対応してまいりたいと思っております。 

   以上、答弁といたします。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 今答弁いただきましたが、この（１）の高齢者に対する支援策で

ありますが、これはどこでもこう、行っているふうな事業の内容でありますが、この

中でね、町独自の事業策というのはどういう事業かお知らせを願いたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） 介護保険制度、全国一律に行われておりました制度を、

２８年の３月から町独自でのサービスということで新総合事業へ移行したところでは

ございますが、本当に川俣町でしかやってないという事業はないと思われます。とい

うのは、やはり高齢者が必要としております訪問介護ですとか通所介護サービス、た

だ、これを移行したことによりましてですね、今までは指定を受けていました介護事

業所しかできなかったサービスが、ＮＰＯ法人さんですとか普通の民間会社が参入す

ることによりましてですね、より使いやすいサービスになったものと考えております。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） だから、質問がね、町独自の支援策はあるのかという質問をして

るわけなんで、だから、３月定例議会の後にそういう独自の支援策を町長を踏まえて

相談したり、何かやったかどうかを質問してるわけであって、そういうふうにもう一

度答弁をお願いしたいと思います。 
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○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 町長であります。 

   いわばこの間、この前の議会でも答弁してきましたけれども、どういう形の方にど

のような対応をすべきかについては、今、内部で調査が始まった段階であります。本

日の段階においてどのように施策を積み上げるかにはまだ至っておりません。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） わかりました。 

   それじゃ、町内のＮＰＯ法人とはどこか、お伺いいたします。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） 訪問介護サービスと通所介護サービスを行っていただい

ておりますＮＰＯ法人ですが、非特定営利活動法人コミュニティちゃばたけと申しま

す。 

   以上です。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） そのほかはないんですね。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） あとは民間の会社になりますが、ひかりのくにさんで、

介護予防体操教室を実施してございます。 

   以上です。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） その介護予防特化型デイサービスだと思うんですが、その利用者

に対しては補助とかは考えておりますか。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） 地域支援事業ということで、介護保険特別会計の中での

予算から利用していただきまして、基本的には利用者は１割負担で９割は国等から出

ているところでございます。 

   以上です。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 町独自のその支援策はないということでよろしいんですか。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） 高齢者の方はいろいろな方がおると思われます。それで

ですね、今後、そういう介護保険に当てはまらない方ですとか、本当に特殊なサービ

スを求めていらっしゃる方が今後出てくるかと存じます。そういった方にもですね、

介護保険制度でできないようなサービスはやっぱり町独自で行っていきたいと考えて

おりますので、よろしくお願いしたいと思います。 

   以上です。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） ここで、昼食のため休憩いたします。再開は午後１時でございま
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す。                          （午前１１時５９分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 再開します。              （午後１時００分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） それで、先ほどの答弁で、町独自の支援策はやってないというこ

とでありましたので、今後いろいろこう、考えていただきたいと思います。 

   先ほどのＮＰＯ法人コミュニティちゃばたけなんでありますが、この中で高齢者等

の生活助け合い事業ということで、食事つくりとかですね、あと買い物、あと清掃、

あと通院、外出の付き添いということがありますが、このちゃばたけに対しては町と

しての補助とかは出しておりますか。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） 介護保険の特別会計予算の中で地域支援事業という項目

がございまして、そこでちゃばたけさんへの業務の委託ですね、委託料ということで

町のほうからお願いしているところでございます。 

   以上です。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 幾らほど出しているんでしょうか。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） じゃあ、後で結構なんで。 

   老人クラブ連合会による訪問活動や民生委員による安否確認ということ、答弁があ

りましたが、この内容についてお伺いいたします。 

○議長（高橋道也君） 課長、時間かかんの。 

○１番（高橋清美君） 後でもいいですよ。後でもいいです。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） それでは、変えますけども、２７年度における第６期介護保険制

度改正により、いろいろこう、やってると思うんですが、その第６期介護保険事業計

画はこれまで生かされているのか。どう思っているか答弁を願いたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） 第６期の介護保険計画の大きなその事業の内容でござい

ますが、先ほど来お答えしてますとおり、この地域支援事業への移行が一番大きな計

画の中に盛り込んだところでございまして、第５期までの介護保険制度でございます

と、全国一律の制度でなかなか使いにくかったというものを、第６期の介護保険計画

の中で改正をいたしまして、新しい新総合事業へ取り組んだところでございます。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） あと、前にですね、答弁があったんですけど、軽度生活援助サー

ビス運営事業、あと定住化促進総合対策事業の人間ドック無料化、介護タクシー利用
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助成事業、胃がんリスク検診等々が前の議会で答弁がありましたが、この成果につい

ては、どう、町では考えておりますか。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 暫時休議いたします。          （午後１時０５分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 再開します。              （午後１時２０分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 当局、答弁。 

   保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） すみません、答弁に時間かかりまして。 

   老人クラブの友愛訪問活動事業でございますが、これは高齢者がみずから生活を維

持することを自覚いたしまして、心身ともに健康で生きがいのある環境を構築すると

いうことで、老人クラブ連合会、単位老人クラブの役員の方々ですね、ひとり暮らし

高齢者の方へ訪問いたしまして、相談ですとか安否確認をするという事業でございま

す。 

   あともう一つ、民生委員の安否確認でございますが、こちらは福祉票をもとにです

ね、定期的にひとり暮らし高齢者ですとか障害者の自宅を回って、安否確認をするも

のでございます。 

   あと、ちゃばたけへの補助金ですが、２８年度の実績で３０６万円でございました。 

   あとは介護タクシーの利用者数ですけれども、こちらも２８年度で１８９名の方が

利用されております。 

   あと人間ドックにつきましては、ちょっと資料、すみません、古くて申しわけない

んですけれども、２７年度の成果の概要によりますと、１２９名の方が利用されてお

りまして、４２２万５,５２０円を町のほうから支出しております。うちですね、定

住化促進総合対策事業といたしまして、こちらが７０歳の到達者の方ということで、

５０名の方が人間ドックを受けられております。 

   あとは胃がんリスク検診の状況ですが、川俣町では２７年度から胃がんリスク検診

を始めておりまして、２７年度は対象者が４０代の方でございました。該当者１，５

５７人中１６３名の方が胃がんリスク検診を受けております。あと２８年度は４０代

の方で受けてらっしゃらなかった方、あとは５０代となりまして、２８年度に受けら

れた方は、３,２１１人の対象者のうちですね、３９７名の方が胃がんリスク検診を

受けられております。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 質問はこの答弁書によって、私、質問してるんで、明確にお願い

したいんですが、このひとり暮らし高齢者に対する支援策の中に連合会、民生委員は

入ってるんですが、行政区長が入ってないんですよね、行政区長さんにも何かお願い

してると思うんですが、これはなぜ書かなかったのか、答弁願います。 
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○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 行政区長さんに、多分この前、行政区長会議があって、年に３回

ほど多分お願いしてるんじゃないかと思うんですが、その辺の、やっぱりこの辺、や

っぱり答弁の中に入れてもらわないと、せっかく行政区長さんがね、一生懸命こうや

ってるのに、答弁の中に入ってないってことは、町の考えをお伺いします。 

○議長（高橋道也君） 総務課長。 

○総務課長（佐藤広一君） 町行政区長連絡協議会のほうで、ひとり暮らしの高齢者など

の調査を行っておるのは事実であります。ここに書かなかったということではなくて、

民生委員による安否確認などを各関係機関がさまざまな支援を行っている、というと

ころに入っていると理解をしていただきたいと思います。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） ひとり暮らしの老人に対して、前にも質問したんですが、安否確

認のために訪問して、ごみの収集とかね、あと例えば１週間に１回とか１か月１回に、

ほの老人の方、ひとり暮らしの老人宅にお伺いして話をしたり、そういうことは町と

して独自でやる考えはございますか。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） ひとり暮らし高齢者の方につきましては、今以来、答弁

のとおりですね、いろいろな団体さん、あとはそういった民生委員さん、行政連絡員

等ですね、見守り活動を実施しているところでございます。あるいは介護保険などを

利用されている方は、ケアマネジャーさんですとか、そういった介護関係の方もつい

ておりますので、そういった方たちがやはりひとり暮らし高齢者の方を見守ってる状

況でございます。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） （３）の介護施設の入居者に対する補助でありますが、この答弁

の中には入居者への補助制度はございませんという答弁をいただいたんですが、今後

ですね、そう、国民年金、ここではもらってる方は年に４０万ぐらいだと思うんです

が、年に４０万では月１０万以上かかるんで、当然家族の協力がなければ入れないと

思うんですが、それに対して、今後、町として補助する考えはあるのか、もう一度お

願いをしたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 今質問されましたように、高齢者の方で国民年金しかいただいて

ない、収入源のない方がいらっしゃることも事実であります。そういった人たちが施

設に入所されたときに、これ、もう一方では、所得あるいは資産があるかどうかって

こともかかわんですけど、町民税非課税世帯の方についてはバックアップする施策も

あるんですが、その辺の状況については、これからまたさまざまな角度から調査もし

ながら、どういう対応が町として可能なのか検討をさせていただきたいと思います。 
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○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） じゃあ、ぜひ検討して、出すような方向でお願いをしたいと思い

ます。 

   それで、西部工業団地に移りたいと思います。私、鶴沢に住んでるもんですから、

西部工業団地については、いろんな総会とかですね、そういう集まりの中で必ず西部

工業団地に対していろんな質問があります。ミツフジさんはいつ来るのか、そういう

話になりますんで、町長は３月の定例議会の答弁の中で、ミツフジさんと３月末に会

うというような答弁をしましたが、会ったのかどうか。会ったとすれば、そういう内

容をお聞かせください。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 詳しい日にちと時間等については産業課長から答弁をさせました

が、お会いをして、私としては初めて向こうの経営者とお会いしましたので、社長と

専務と部長と３人の方とお会いをして、彼らが考えている今後の取り組む方向づけに

ついてお話をさせていただきまして、そのいわば向こうの意欲、あるいは取り組んで

いる事業の内容等々については、かなりいいものだなという感触をいただきました。

要はこれからの具体的な課題についてはこれからですけども、年内には着工していた

だきたいというような思いのお話し合いはさせていただいております。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 議会のほうでは、２月に株式会社ミツフジさんのほうを訪問して

視察をしてまいりましたが、町長は行ってますか。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） ６月１３日に訪問をさせていただく予定で、今、最終確認をいた

しております。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） ぜひ、立派な会社なんで、見ていただきたいと思います。 

   それで、ミツフジさんはいつから工事に入って、いつ開所をするのか、お伺いをし

ておきます。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） 質問にご答弁いたします。 

   まず、ミツフジさんの工事の着工でございますが、現段階の工程表によりますと、

ことしの８月着工となっております。で、完成が来年の３月末というような工程表を

いただいているところでございます。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 当初は４月着工ということで、前にも答弁があったと思うんです

が、そのおくれた理由は何かあるんでしょうか。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） 質問にご答弁いたします。 
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   まず、そのおくれた理由でございますが、まずは国のほうに補助金の申請を出しま

す。そういった関係で、その申請行為が当初の予定よりもおくれているというような

ことは伺っております。そちらの補助金の交付決定後でなければ工事のほうは進める

ことができませんので、そういったことでの説明は受けているところでございます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） まあ、町のホームページの中に西部工業団地があるんですが、そ

の中に２０１６年１２月１６日進出企業１社が決まったと書いてありますが、なぜこ

のミツフジさんをＰＲするために名前を入れないんでしょうかね。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） ご答弁いたします。 

   町のホームページの関係でございますが、そうですね、入れることもやぶさかでは

ないとは考えますが、１社の企業をその町のホームページに出すのは、町総意の判断

もございますので、そういったことで今は掲載はしていないということになると思い

ます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） ほのホームページの中に、川俣町の立地、主な企業は記載されて

あります。そこには当然、中山工業団地に入ってるアサヒ通信とかですね、飯坂では

日ピスとか、あと羽田はベルグ福島さん、山木屋では笠原鋳物という個々の記載があ

るんですが、今言った答弁とちょっと若干違うんじゃないかと思うんですが、その辺

どう考えますか。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） ご答弁いたします。 

   今申し上げられたことを踏まえまして、そちらの件につきましては検討させていた

だきたいと思います。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） あわせまして、広報紙も１１月号から出てませんので、何回も質

問したことにより答弁は考えるという答弁なんですが、１１月号、あとは１月にはミ

ツフジさんの契約の提携したものは載ってましたけど、その後、ほの３区画の中で一

つが決まったと、そこはミツフジ株式会社だというふうなことを広報に出すべきだと

思うんですが、出す考えはあるのかどうか。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） 質問にご答弁いたします。 

   まずミツフジが決まったということは、立地協定の記事は出させていただきました。

それで内容的には把握できるかなというふうに考えております。また、西部工業団地、

広報紙のほうに掲載という話も再三受けているところでございます。町の広報紙につ

きましては、あくまでも基本は町内の方向けの広報紙であります。以前にも答弁した

かもしれませんが、その町内の方々につきましては、西部工業団地があるというのは、
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ほとんど周知はされているのかなというふうに考えております。ということで、広報

紙のほうの掲載、毎月というようなお話もございましたが、そちらのほうについては、

ちょっと今、現在は見合わせているところでございます。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 毎月でもなくていいので、２か月に１回とかね、それでもいいと

思います。 

   それで、皆さんが知ってるということでありますが、私１回聞かれたのは、あのあ

そこに国道ができたのかいという話をされた方がいるんで、完全に皆さんわかってる

わけではないんですよね。ホームページも、ホームページ見る方はある程度限られて

います。広報は、まあ、店長には渡りますけども、広報も毎月見る方がいるとは限り

ませんので、やっぱり何回も出すべきじゃないかと思うんで、その辺、副町長に聞き

たいんですが、副町長、４月から来ておりますが、誠心誠意、明るく元気に前向きに

というモットーにしてるようでありますが、前向きにそういう検討はできないでしょ

うか。 

○議長（高橋道也君） 副町長。 

○副町長（山田清貴君） 答弁させていただきます。 

   私も４月に着任して早々に工業団地、見学させていただきました。非常に交通アク

セスがいい、すばらしい工業団地だと思っております。早くあそこ全区画売れるよう

にですね、あらゆるできることをいろいろ考えて進めていきたいと思っておりますの

で、引き続きご指導よろしくお願いいたします。 

   以上です。 

○議長（高橋道也君） 総務課長。 

○総務課長（佐藤広一君） 先ほど町長のほうからミツフジさんとお会いをしたというこ

とで、日付が抜けてましたので、３月３０日午後２時半に町長室でお会いをしてると

ころでございます。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） それと、この答弁の中に、後ろのページでありますが、地道にＰ

Ｒ活動を進めていくということでありますが、地道じゃなくて積極的にＰＲ活動を進

めていただきたいと思います。 

   それで、この西部工業団地の担当者は、まあ、みんなでこうやってると聞いており

ますが、あと国の方も来てやってるということがありますが、この担当者を専属に置

いてやる考えはあるかどうか、お伺いをしておきます。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 高橋議員のおっしゃる、その専属に職員を置いて企業誘致に当た

るべきかという質問については、これはせっかく国からお金もいただきバックアップ

をしていただいてつくられた工業、工場用地でありますけれども、町の今の職員の状
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況の中から見て、そこにだけ１人を充てるというのは極めて難しいんではないかとい

う認識を持っております。ただ、委員が希望を持っておられる、できるだけ早く稼働

できるように、あるいはすばらしい企業が来ていただけるようには、これは地道にと

積極的にと両方かみ合わせながら、これはしっかりした対応もしていかなければなら

ない課題だとも思ってますので、取り組まさせていただきたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 来年度は職員が５名やめる予定でありますよね。今回、広報紙を

見ますと、職員採用は書いてないんですよね。例年だと６月に大卒の募集が書いてあ

るんですが、昨年の６月号には大卒出ていますが、ことしの６月号にはないんですね。

予算も見ますと、若干きらとってないんですが、ことしは採用する予定がないんでし

ょうか。あ、来年度か。 

○議長（高橋道也君） 副町長。 

○副町長（山田清貴君） 答弁させていただきます。 

   議員ご指摘の５名というのは、定年退職予定者の５名のことだと思いますけれども、

当然これから新規の採用枠を考える際には、再任用の希望を確認しつつ、どのぐらい

の人員不足が出るのかということを検討していく必要がありますので、もうしばらく

お時間頂戴して、適切な時期に広報に掲載したいと考えております。 

   以上です。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） そうしますと、例年ですと統一して行うあれ、まず試験には、じ

ゃあ、応募しないってことですか。 

○議長（高橋道也君） 総務課長。 

○総務課長(佐藤広一君) 答弁させていただきます。 

   今ほど副町長が答弁をしたように、来年は５名退職して、再任用も含めて今検討す

るということでありますので、統一の採用試験にはちょっと間に合わないというとこ

ろがございます。もし仮にですね、採用のほうが必要とあらばですね、独自にここ２

年ぐらいやっておりますので、独自に採用試験をしていきたいと考えております。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） あのね、独自はいいんですけども、いろんなね、ことがみんなこ

う考えられるわけですよね。だから、やっぱり県を通してやっぱり申し込むべきだと

思うんですよね。で、その５名がやめても５名とも再任用されるわけではないし、こ

れはわかりませんので、とりあえずやっぱり申し込んどいて募集はかけておくべきだ

と思うんですよ。そうすることによってやっぱりまた人員を補給もできるし、そうい

った工業団地の専属の職員も置けるようになると思うんですが、もう一度お願いした

いと思います。 

○議長（高橋道也君） 総務課長。 

○総務課長（佐藤広一君）              お答えをさせていただきたいと

思います。今、先ほど私答弁したように、やはり二重にですね、申し込みをするとい

（発言削除） 
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うことは、ちょっと町のほうで今考えておりませんでしたので、今後、私、先ほど言

ったように今現在は独自の方法で、もしくは足りなければ採用試験をしていきたいと

思っております。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） あの、質問がないということじゃない、質問してるんですよ。何

言ってんですか。 

   で、追加で申し込むことも可能だと思うんですよ。これからそういう考えはありま

すか。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君に申し上げますけど、通告文に載ってないことをやっ

てるような気がすんですけど。 

   高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） この質問の企業誘致等って書いてありますよ、等。今私言ってん

のは、西部工業団地の担当職員を専属に置く気あるのかどうかということを質問して

るわけですから。ないわけないでしょ。 

○議長（高橋道也君） ただ、町長は明確に、担当職員を置く、今んところ置くつもりは

ないという答えをしてるわけですから。それで採用試験のほうの質問では、ちょっと

通告文とは違うんでないかなと。 

   高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） では、ないんであれば、そういう追加をしながらやるべきでない

かという質問をしてんですよ。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 今、高橋議員が多面的な角度から、そういった人に対することも

含めて町に対する思いを受けとめさせていただいて、どう運用するかについては私ど

ものほうにご一任をいただきたいと思います 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） あの、今ね、議長が言ったことは、私、憤慨なんで、取り消しを

していただけますか。 

○議長（高橋道也君） いや、取り消すつもりはございません。 

   高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） じゃあ、質問を続けさせていただきますが、等と書いてあるのは

幅広くできるってことですから、ご理解をいただきたいと思います。 

   で、これ、工業団地は町内の雇用の場、一番本当に大切でありますよね。で、先ほ

ども話しましたが、やっぱり一番雇用の場がないわけですよね、川俣町は。ミツフジ

さんも来ると。あと二つの企業も来ればね、かなりのほの雇用、この確保ができるこ

とと思いますが、そういった考えも含めて、今後、積極的に本当にやる気があるのか

どうか、町長にお伺いいたします。 

○議長（高橋道也君） 町長。 
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○町長（佐藤金正君） 答弁いたします。 

   いわば川俣町の、今、雇用の場がないという説明があったんですが、私としてはち

ょっと複雑な思いを持っておりまして、この就任してから、町内の主たる企業主さん

の企業訪問もさせていただきました。その中から出されるご意向っていうのは、西部

工業団地をやらないとかブレーキかるとかではないんですが、現実のこう、地域課題

としては、働く人が足りないんだっていう声はたくさんいただいて、で、何とか町内

から、町内の企業に働く人を、町としてはあっせんしてくれないかっていう声が極め

て、いまだかつてないぐらい、今、声があるんですね。だから、そういう背景もある

ことだけはちょっと申し上げておきたいなと思っております。で、あらゆる角度から、

より、ただ、マッチングできるようなアドバイス、お手伝いは町としてもやるべきだ

と思っております。それと、この工業団地をつくること自体が皆さんにも決めていた

だいて、ここにはやっぱり川俣町のシンボルになるような企業も、やっぱり先端、将

来的に持続発展できるような町の産業を牽引できるような工業を誘致したいという思

いのもとにこういう取り組みもしてきたと聞いておりますので、それはそれで雇用の

環境も相対的に含めながら、あるいはきょう午前中出ました川俣工業の機械科とかな

んかも、いろんな対策も総合的に関連しながら事業は連帯感を持って進めて取り組ん

でいきたいな、そんなふうに思っております。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 企業立地説明会があるかと思うんですが、それには参加してござ

いますか。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） 質問にご答弁いたします。 

   企業立地説明会のほうですが、昨年とその前の年と参加をしてございます。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 質問の２番で、企業誘致推進会議、これは産業課長が議長を務め

るということになっていますが、その内部のメンバーでありますが、そのほかのメン

バーは誰になっておりますか。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） 質問にご答弁いたします。企業誘致推進会議、そのメンバ

ーということでのご質問でございますが、ご答弁をさせていただきます。 

   まず、産業課長、私、あとは生活環境係長、企画調整係長、商工交流係長、農業振

興係長、農林整備係長、農地係長、建設係長、あとは管理係長、あとは水道室長、以

上の職名の方について組織に入っていただいております。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 最後になりますが、西部工業団地の企業誘致が終わるまで２区画

が残ってますけども、それを運動場ということで何回も質問してるんですが、今回、

先日行われました体協の総会の中で会長が、ぜひ使わせていただきたいということで

町長に言ってると思うんですが、その辺ですね、企業誘致が終われば当然ね、できな
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くなりますけども、その間だけでも、そういった使わせてもらうようなことを国に要

望する気はございますか。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） いわば町、その工業団地をつくる財源の出どころと目的が明白で

ありますので、議員おっしゃるような希望を皆さんが持ってることは十分感じており

ます。そのときにあわせて出ましたのは、関係者から仮設住宅についても来年の春か

らは壊して使えるようになるんだろうっていうようなご意見もいただいたり、体育関

係の人たちからは、できるだけ早く川俣町で思い切り社会体育の推進に役立てるよう

な対応をしてくれという思いを強く感じております。ただ、今の段階で、ここで国に

そのことについて申し上げれる段階までは、見通しは全く私は持てる内容ではないな

という認識を持っておりますので、ご理解をいただきたいと思っております。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） 確かにこれね、工業団地も、震災があったために、これ、国から

お金をいただいてつくってるわけですよね。農村広場も仮設住宅ということで、震災

がなければ農村広場も使うことが可能だったわけですけども、そういった起きたこと

によって使えないということでありますので、その辺は国に何回もお願いするしかな

いかなと思うんですが、そういったことをお願いする気はあるか、もう一度お願いし

たいと思います。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 多面的に勉強させていただきたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 高橋清美君。 

○１番（高橋清美君） それじゃ、お願いをしたいと思います。町内の雇用の場としても

本当に大切な工業団地でありますので、積極的な企業誘致をお願いをして、質問を終

わります。ありがとうございました。 

○議長（高橋道也君） 産業課長。 

○産業課長（寺島喜美夫君） 午前中の２番 村上源吉議員の質問に対しまして、答弁の

漏れてるところがございましたので、回答させていただきたいと思います。 

   まず、新規学卒者奨励金、２８年度５件、２７年度７件という答弁をさせていただ

いたところでございます。その中で、町内の方は何人いるのかという質問がございま

した。で、こちらにつきましては後ほどということで、今お答えをさせていただきま

す。２８年度につきましては５件中５件でございます。２７年度につきましては７件

中４件の方が町うちの、町内の方でございます。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） １０番議員 遠藤宗弘君の登壇を求めます。 

   遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） １０番議員の遠藤宗弘です。私は日本共産党や日本共産党後援

会に寄せられた町民の声の中から、今回、大きく３点について町当局の考えを質して

まいりたいと思います。 
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   今の政治を見ると、森友学園の問題について、安倍首相の腹心の友という人が理事

長を務めている加計学園が愛媛県の今治市に獣医学部を新設する計画が大問題になっ

ています。この計画には破格の優遇がなされており、３７億円の公有地がただで提供

され、加えて９６億円もの補助金が出る。あわせて１３３億円の税金が使われる。内

閣府が文部省に対して総理のご意向、官邸の最高レベルが言っている、要求した文書

が明るみに出されております。この事態を受けて、前川前文部科学事務次官が、文書

は本物ですと認めているわけです。行政がゆがめられたとも認めています。問われて

いるのは、首相による国政の私物化という重大な疑惑ではないでしょうか。野党の証

人喚問の要求に直ちに応えて、国会の中で真相を究明すべきだと考えるものでありま

す。 

   当議会でも意見書を、さきの議会で意見書を出した共謀罪法案について、憲法第９

条、思想及び良心の自由は、これを侵してはならないと明記されているものを、国民

の内心を処罰する、テロ対策ではない法案の根幹がまさにぼろぼろになってきていま

す。この問題についても、国連の人権問題の特別報告者のジョセフ・ケナタッチ氏が

安倍首相宛てに、この法案はプライバシーと表現の自由への過度の制限になるとの強

い懸念と質問の書簡を送ったものです。これに対して日本政府は一切答えないまま、

強く抗議すると言い放っております。国会だけでなく国連に対しても答弁拒否をやっ

ている。政府は今度の法案を国連の条約、国際組織化、犯罪防止条約の批准のためと

いって持ち出してきたわけです。余りにもご都合主義と言わざるを得ないのではない

でしょうか。 

   安倍家のそんたくのために森友学園や加計学園に国の巨額の税金が使われるなどと

いうことが許されていいわけはありません。国民に説明責任を果たすべきです。この

ような国民が不信を抱いている政治が今行われているときだけに、川俣町という自治

体は町民にわかりやすい政治を執行する責任が生じてきたのではないかと考えるわけ

であります。 

   質問の第１点は、安倍首相の改憲発言について、町長の考えを質したいと思うわけ

であります。安倍首相が２０２０年と期限を切って憲法９条改憲を呼びかける発言を

行いました。しかも憲法記念日の日です。国民は憲法９条改定を望んでなどいません。

そのときに行政府の長である内閣総理大臣が期限を切って９条を変えろと号令をかけ

ているのは、憲法９９条、憲法擁護義務に違反する憲法違反の発言だと考えるが、町

長はどう考えておられますか。町長の考えを質したい。また、この発言は三権分立の

否定でもあります。憲法違反の発言だと思うが、町長の考えをお聞きしたいと思うわ

けであります。 

   二つ目の問題は、スクールバスの運行についてであります。山木屋小・中学校の大

規模改築も工事に入ったようですが、生徒の数は何人ぐらいで、どのような送迎を考

えておられるのかをお尋ねしたいと思います。聞くところによると、自宅から学校ま

で送り迎えするんだというような体制がとられようとしているようでありますが、他

の学校とのバランスも考えないと、矛盾が出てきはしないのか。このことについて町
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当局の考えを質しておきたいと思います。福島などへ通っている生徒は何人いるのか。

これもきちんと調べておかなければならないのではないかと思います。 

   また、今、高齢者が足、いわゆる交通弱者ということで大変困っております。買い

物に行くにもタクシーを使わなければならないとかなんかという問題が出てきている

わけですが、今このように自宅から学校まで送り迎えするんだというようなバス、ス

クールバスを運行するのであれば、このスクールバスを活用して高齢者も送り迎えで

きるようなシステムを考える必要があるのではないかと思うわけです。こういうふう

な提起をすると、必ず、教育委員会としては、補助をもらっているから子ども以外は

乗せられないんだということは決まり切った答弁がなされるわけでありますが、逆に

考えるならば、スクールバスでなくて総合的な交通システムを町として考える必要が

あるのではないかと考えるわけです。我々議会としては、岩手県の東和町に行ったと

きには、東和町は積極的にバスを町内運行しながら、子どもも送り迎えする、町民も

乗れるようなバスのシステムをちゃんとやってる自治体があるわけですよ。そういう

ことを検討する考えがないのかどうなのかもお尋ねしておきたいと思う次第でありま

す。 

   三つ目の問題でありますが、これはいろいろと、この問題、質問については議運の

中でご指摘を受けたもんですから、内容は若干変わってるんですが、まあ、第５次川

俣町振興計画後期計画についてであります。川俣町振興計画策定要綱の中には、平成

２９年度から平成３４年度までを後期計画期間として、基本構想に掲げる将来像と策

定の大綱に基づき計画期間内に実現すべき等施策と、これを推進するための手法など

の具体的施策を定めるものとすると書いている。なお、後期基本計画は別途平成２８

年度までに策定するものとすると明確に要綱には記されているんです。 

   で、２８年度。今、２９年度ですよね。２８年度までに策定するとちゃんと記され

ておるわけですから、２８年度中につくられていないということは、後期計画がない

まま町は目標のない走り方をしていると言わざるを得ないんですね。だから、目標が

ないまま走っているから、町民全体がこの原発事故で非常に苦労しているにもかかわ

らず、振興計画の中にはこの原発問題については一言も触れられないまま振興計画が

つくられている。こういうことになってしまうのではないかと思うんです。 

   この振興計画の中には、原発事故の被害は何も一行もうたわれていないんですね。

だから、後期計画できちっとこのことを改めてうたっていかなければ、今、町民が一

番悩んでいる問題に対して振興計画は一行も触れてない。こういう結果が、ああ、な

るほどなと、改めて感じざるを得ないわけです。だから、本来、全面的に見直しをす

べきなのではないかと考えているわけですが、２８年度までに策定すると決まってい

るものですから、できた振興計画を直ちに議会に提示していただきたいと強く求めて、

質問を終わります。 

○議長（高橋道也君） 当局の答弁を求めます。 

   町長。 

○町長（佐藤金正君） 答弁をさせていただきます。 
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   第１点の、安部首相の改憲発言についてでありますけれども、日本国憲法９条は、

第１項が「日本国民は、正義と秩序を基調とする国際平和を誠実に希求し、国権の発

動たる戦争と、武力による威嚇又は武力の行使は、国際紛争を解決する手段としては、

永久にこれを放棄する」。また、第２項は「前項の目的を達するため、陸空海軍その

他の戦力は、これを保持しない。国の交戦権は、これを認めない」が原文であります。

私は地方自治体の長として、これまでも憲法を尊重してまいりましたし、これからも

尊重してまいる所存であります。安倍内閣総理大臣の発言に対して、私の立場である

地方自治体の長としての発言は差し控えさせていただきたいと考えております。ご理

解を賜りたいと思います。 

   次に、第２点のスクールバスの運行については、教育長に答弁をしていただきます。 

   第３点の、第５次川俣町振興計画後期計画についての後期基本計画は、別途、平成

２８年までに策定するものとするとされている。原発事故により町民は大変な苦労を

しているのに、このことに一行もふれていない振興計画は見直すべきである。この事

を含めた後期計画を議会に提示すべきではについての質問でありますが、第５次川俣

町振興計画の基本計画につきましては、前期と後期に分け、平成２３年度から平成２

８年度までを前期基本計画、平成２９年度から平成３４年度までを後期基本計画とし、

基本構想に掲げる将来像と施策の大綱に基づき、計画の期間内に実現すべき施策と、

これを推進するための手法などの具体的施策を定めるものとしております。このため、

後期基本計画の策定につきましては、本来であれば平成２８年度中に策定すべきもの

でございましたが、本年２月末に町長選が行われ、新たな体制となったことから、そ

の意向を踏まえた後期基本計画とするため、本年度第２回定例会の一般会計補正予算

の繰越明許費補正により議決をいただき、策定期間を延長したものであります。今後

のスケジュールにつきましては、６月中旬に総務文教常任委員会及び議会全員協議会

へ説明、７月初旬に広く町民の皆様からご意見を募集するパブリックコメントを実施

し、７月中旬に振興計画審議会において諮問・答申を行い、７月下旬には後期基本計

画を完成させたいと考えておりますので、ご理解をいただきますようにお願い申し上

げ、答弁といたします。 

○議長（高橋道也君） 教育長。 

○教育長（佐久間裕晴君） １０番 遠藤宗弘議員の質問に答弁させていただきます。 

   第２点目のスクールバスの運行についての、山木屋小・中学校の生徒の数は何人ぐ

らいで、どのような送迎を考えているのか。他の学校とのバランスも考えないと矛盾

が出ないのか。福島などへ通っている生徒は何人いるのか。高齢者もスクールバスに

乗車できるように対応を考え、総合的な町の交通システムとして検討する必要がある

と考えるが、当局の考えはについてのご質問でございますが、初めに、山木屋小・中

学校の児童・生徒数でございますが、平成３０年４月再開の山木屋小中一貫校に関す

る説明のため、町教育委員会といたしましては、５月下旬から各世帯戸別訪問を行い、

９月には来年４月からの就学意向調査を行うこととしております。したがいまして、

平成３０年度の児童・生徒数につきましてはまだ確定していない状況でございますが、
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現在も除染廃棄物が道路沿い等にある現状や放射線への不安解消のため、地区内に戻

られた家庭の児童・生徒につきましても、スクールバスでの送迎の対象と考えており

ます。なお、今年度の児童・生徒数につきましては、山木屋小学校は５、６年生のみ

で１０人、山木屋中学校は２０人で、うちスクールバスで通学している児童・生徒数

は、山木屋小学校７人、山木屋中学校１０人で、福島市松川町から南向台、十二社方

面１台、福島市飯野町から１台、町内の飯坂、中島方面から１台の合わせて３台を運

行しております。 

   次に、町外に避難し避難先の学校に通っている人数でございますが、福島市１３人、

二本松市３人、郡山市２人、栃木県１人、静岡県２人の合わせて２１人となっており

ます。 

   次に、町の交通システムとしてのスクールバスの使用についてでございますが、ス

クールバスは幼稚園を含む児童・生徒の通学を目的として運行されるバスであり、国

庫補助金を受け購入されたスクールバスは、居住地と学校が遠く離れている山間部の

地域などで利用されており、基本的には児童・生徒及び指導に当たる学校関係者以外

の利用はできないこととなっております。しかしながら、国の補助金等に係るスクー

ルバス・ボートの住民利用に関する承認要領によりますと、住民が利用する場合、ス

クールバスを利用する児童・生徒の登下校に支障のないこと、交通機関のない地域等

の住民であること、安全の面での万全な配慮が必要なことなど、幾つかの要件をクリ

アしたのち、県を通して文部科学大臣の承認を得ることとなっております。本町にお

きましては、現在９台のスクールバスを運行し、園児・児童・生徒の送迎はもとより、

学校行事等で、平成２８年度におきましては延べ１７８日運行しております。また、

何よりも重要である児童・生徒の最短時間での安全な運行、あるいは町デマンドタク

シーの現状も踏まえながら、教育委員会といたしましても、町交通システムとして高

齢者利用の実現が可能かどうかも含め、今後、関係部局とも連携し検討してまいりま

すので、ご理解願います。 

   以上、答弁といたします。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） 安倍首相の改憲発言について、町長の答弁では発言は差し控え

ていただきたいと考えているということでありますが、この地方自治体の長が守らな

ければならないのは、何かにいってもまず第一に憲法だろうと思うんですね。で、安

倍首相が行っている、誰が見ても憲法違反だというこういう項目については、同意す

ることができないのかどうなのか、この点について私はお尋ねしておきたいと思うん

ですよね。 

   で、いわゆる憲法９９条、これは憲法を尊重し擁護する義務を持つわけでしょ。総

理大臣といえども、これを破っていいという法律はどこにもないんですよ。さらにで

すね、このオリンピックの年までに改憲を進めるなどということも話しておりますが、

このことについてもですね、憲法９６条はこの憲法の改正は各議員の総議員の３分の

２以上の賛成で国会がこれを発議し、国民に提案してというふうになっている。総理
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大臣が憲法改正の発議をしていいなどということはどこにも書いてないんですよ。こ

の二つ、憲法上も、これは安倍首相の大きな間違いですし、さらにオリンピックまで

に憲法改正する。オリンピックの政治利用などというのはオリンピック憲章に全く反

する中身なんですよね。これらの点について、この憲法に違反している、オリンピッ

ク、まあ、町長はスポーツマンでありますから、フェンシングの会長もやっておられ

るわけですから、オリンピック憲章に照らしても、オリンピックの政治利用になるん

ではないかと。この三つの点についてはきちっと、正しいのか、正しくないのか、こ

れは明確にしておいたほうが、政治に携わる人間として当たり前の姿ではないかと思

うんで、町長の答弁をお願い申し上げる次第であります。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 先ほど答弁いたしましたとおり、私がこの立場で安倍首相の発言、

そういった議論の中身云々につきまして、どういう見解かとか意見を述べる状況では

ないと認識しておりますので、私の発言は控えさせていただきたいと思います。どう

ぞご理解をいただきたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） これはね、何様が発言しようと、憲法擁護義務ってのは国民に

課せられた重要な課題なんですよね。ましてやこの政治に携わる者としては、この憲

法に基づいたこの行政を執行するというのは、これは当たり前のことなんですよね。

それをあえて踏みにじってるのは間違いだかどうだかということについても、この答

えられないということになれば、これは憲法擁護義務に反するわけですよね。憲法は

やっぱりみんなで守っていく、育てていかなくちゃならないという立場にあるわけで

すから、この国務大臣、いわゆる国会議員は、この憲法を尊重し擁護する義務を負う

というこの政治のトップが憲法を改正するという、最も相反する、ましてや９条に３

項をつけて自衛隊を加えるなどという発言をしてるわけですから、これはもう、この、

そのこと自体、憲法擁護義務にも反するし、憲法の改正の手続上も、総理大臣といえ

ども、まあ、あれは自民党総裁としての発言だと言ってます。内閣総理大臣は２４時

間内閣総理大臣なんですよ。総裁だからなどという、じゃあ、深夜に災害が起こった

らば、総理大臣、今の時間は休みですからっていって放棄するんですか。そんな曖昧

なね、憲法を全く踏みにじるような行政の施行を批判もできないままね、町の行政に

携わるってのは余りにもね、脆弱なんじゃないかと思うんで、再度お尋ねしておきま

す。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 遠藤議員の思いも、思いの一端かなと思いますが、私はこの席で

私の立場で今この憲法問題に関する総理の発言、あるいはその中身について所見を述

べることは控えさせていただきたいということに変わりはございませんので、ご理解

をいただきたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） まあ、答えられないっていう人に詰めてもどうにもなんないと
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思うんで、その辺にしておきますが、この、それではですね、このスクールバスの運

行の問題についてなんですが、何か聞くところによると、福島に住んでいる人は福島

からも送り迎えで学校に来てもらうんだとかなんかというふうなことを漏れ聞いてい

るようにもあるんですが、そういうことはおやりになる考えなんでしょうか。 

○議長（高橋道也君） 教育長。 

○教育長（佐久間裕晴君） 遠藤議員のお質しの件に対してお答えさせていただきます。 

   現在、各戸別訪問を実施している中で、各世帯の保護者の方からのご意見もさまざ

まございます。中でも、まだまだ放射線に対する心配もあり、帰還がなかなかかなわ

ないという世帯もございます。教育の平等性、そういうのを考えた場合に、学ぶ状況

をどうにか確保してあげたいという考えのもとに、学校開校時におきましては、福島

から通われる、ご希望する保護者がございましたらば、福島からの運行も現在考えて

おります。 

   以上です。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） ここで休憩といたします。再開は２時３５分といたします。 

                               （午後２時２１分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 再開します。              （午後２時３５分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） このスクールバスの問題なんですが、福島あたりからもこの迎

えに行って学校に届けるという考えのようでありますが、そうするとね、私、どうも

この答弁を聞いて不思議に思うんですが、今、学校を大規模改修やってますよね。子

どもが何人入学するのかわからないままに大規模改修をして大丈夫なんですか。 

○議長（高橋道也君） 教育長。 

○教育長（佐久間裕晴君） 今、遠藤議員のお質しについてお答えしたいと思いますが、

現在のところは山木屋小中学校へ通う児童・生徒、まだ未定でありますが、教育委員

会といたしましては、あの震災前のあの活気のある山木屋小中学校、この現状にまず

は戻すというその視点を今私は大切にして、保護者の皆様にも丁寧に説明をしている

ところです。その説明の中にスクールバスでの学校通学、このことも説明を申し上げ

ているところです。そういうことでご理解いただければありがたいと思っております。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） 今、震災前の学校に戻すんだと教育長さんおっしゃいましたが、

震災前の学校に戻すんであればですよ、小中一貫校で小学校を改築してあの校舎で間

に合うわけはないでしょ。中学校は独立した中学校を使ってきたわけだし、小学校は

独立した小学校でやってきたのが震災前の姿ですよ。そこに戻すんだという考え方だ

とすれば、今行っている大規模改修っていうのは入り切れないのはもう当たり前でし

ょ。そういう計画であの大規模改修が進められてるとすれば、最初からやめたほうが
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いいんじゃないですか。どうなんですか。 

○議長（高橋道也君） 教育次長。 

○教育次長（増賀喜芳君） ただいまの質問にご答弁いたします。 

   まず、山木屋小中学校につきましては震災前に児童・生徒数の減少等が伴いまして、

小中一貫校というようなそういう話も出ていたところでございます。保護者、ＰＴＡ

等のそういう話し合いの中で、その小中一貫校というようなことを決定してきた経過

がございます。また、中学校につきましては、震災の関係で体育館、校舎等、地震で

損壊、体育館につきましてはもうかなり地震の影響があります。また、ということで、

校舎も解体することになりました。なってございます。そういう観点から、来年４月

の再開につきましては、ＰＴＡ等との話し合いの中で小中一貫校というようなことで

再開する経過となったところでございます。 

   以上、答弁といたします。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） 教育長さんはね、震災前の学校に戻すんだという基本だと。で、

教育次長は保護者と話し合いをして小中一貫校に決まったんだということですよね。

決定的に私が心配するのは、教育長さんが進めて震災前に戻すんだとすれば、子ども

は入り切れないだろうということになるわけですよ。今まで中学校と小学校をね、一

緒に、独立して、で、やってきたわけだから、それを一貫校だということであの小学

校の一部を中学生に使わせてやる改修をやったとしても、入り切れないこと。いや、

なぜそういうことを言うかっていうとですね、川俣町ではそういうむちゃなことをや

った経緯があるから私は言ってるんですよ。川中、教育長さんもご存じのように、今

の川俣中学校には、何だ、ランチルームがありますよね。ランチルーム、生徒が入れ

ないようなランチルームつくって、全く無駄遣いした経緯があるんですよ。今度も教

育長さんが言うように震災前の生徒を今の一貫校に入れるなんか、入らないの当たり

前ですよ。だから、大規模改修をするんであればね、生徒数はどのぐらいを想定して

改修するんだという基本的な考え方はないと、これはおかしいと思うんですよ。その

辺をお聞きしたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 教育次長。 

○教育次長（増賀喜芳君） ただいまの質問にご答弁申し上げます。 

   まず、小学校につきましては、教育委員会としましても、まず複式学級だろうとい

うことで、まずは計画をしてございます。それで、現在の校舎は３学級になってござ

いますが、３学級が小学校部分、残りの３学級は中学校の教室というようなことで、

現在そちらの計画で大規模改修を進めているところでございます。 

   以上、答弁といたします。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） まあ、当局にお願いしておきたいんですが、これ、教育長さん

は新しく来たので、流れについてはわからないのは別に私は責めようとは思いません

が、せめて大規模改修をする基本的な考え方、この小学校は複式ということで考える
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んだと。中学校は１クラス、１学年１クラスという考えでやるんだという、このぐら

いのことはやっぱり意思疎通しておかないと、これは大変なことになると思うんです

ね。だから、そういう認識の上でですね、お尋ねするんですが、そうすると、大体こ

のクラスだと生徒の数は何人になるんですか。 

○議長（高橋道也君） 教育次長。 

○教育次長（増賀喜芳君） 先ほど教育長から答弁申し上げましたように、意向調査が９

月を予定しておりますので、また確定ということではございませんが、中学校で３学

年、合わせて２０人程度、また小学校ではですね、その辺ちょっとまだ何とも言えな

い、調査終わってませんので、あれなんですが、今現在が１０人、５年、６年で１０

人ですので、同程度になるのかなというようなことでは、の考えで計画、大規模改修

を進めているところでございます。 

   以上、答弁といたします。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） 何て言ったらいいかわかんないですがね、例えばね、今、大規

模改修、私はやること自体別に反対も何もしてません。ただね、さっきも言ったよう

に、他の学校との矛盾は出てこないのかというのはそれなんですよ。例えば、小島の

小学校、廃止して町の学校と統合した。そんときだって、この数よりは多いんですよ、

生徒の数は。それでも、まあ、山木屋は距離的にも遠いっていう面もありますから、

それはそれで保護者やなんかの了解が得られればこれは構わないんですが、私は基本

的には学校というのは１人の生徒がいたってやっぱり開校すべきだというのは基本的

な考えです。だから、いいんですが、ただ、他の学校との矛盾っていうのは、これ、

今後延々と残っちゃうんじゃないですかということなんですよ。 

   ほいで、もう一つはね、送迎は山木屋の子どもについては福島からだって迎えに行

って連れてくるんだとおっしゃいましたね。これはさっき議論になったバス賃が月２

万７,０００円もかかるんですと。だから、そしたらば、福島に通ってる子どもを乗

っけてって、あと帰り子どもを連れてきたらば、これこそ合理的な話ないだろうとい

うふうに感じるんですよね。同じ勉強に通ってる子どもですよ。 

   そういう関係を考えるときに、全体的なね、子どもの送迎や大人、ほれこそお年寄

りの送迎までできる考え方として、もっと、これは教育委員会に詰めてるわけじゃな

い。町当局として、そういう立場での考え方に立った弱者に対する足の確保とかなん

かってのは、これ、すぐに出てくるんですよね、４０％以上の高齢化ですから。川俣

はね、もう。だから、そういう考え方に立ったスクールバスなどの運行は考えられな

いのかということが、これは私は教育委員会に言ってるだけではありませんから。町

当局に訴え、質問してるわけですから。そういう立場には考えられないのかどうなの

か、お聞きしたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 遠藤議員の質問にお答えしますが、まさに今、スクールバスの運

用の仕方、あるいは町民のその買い物とか医療機関に通うとか用事が発生したときの
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足の確保、それとまたもう一方では、山木屋小学校、中学校の子どもたちの送迎に対

して、川俣町としては教育委員会としてどこまでフォローすべきか等々については、

まさにふくそう的にさまざまな角度から状況も、これからいろんなご意見も賜りなが

ら考えるべき課題だとは認識をいたしております。そういう観点からして、これから

の、今、教育委員会が保護者の方々に一人一人訪問しながらご意見も伺ってますし、

９月をめどにその何人通われる予定なのか、どこにお住まいになられる予定なのかと

かの情報も聞きながら、あるいは山木屋に帰還して住んでられる人たちの環境要因

等々も一緒に勘案する方向で一緒にちょっと勉強をさせていただきたいというのが、

今の段階で答弁することはそこまでしか言えないと思っておりますので、ご理解をい

ただきたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） 具体的に考えれば、そういうふうになると思うんですね。山木

屋の子どもの送迎は何キロでもやりますよと。ほかの子どもはやりませんよっていう

わけにはいかなくなっちゃうんですよね。だから、そういう他の学校、他の子どもと

の矛盾はやっぱりなくさなくちゃなんないと思うんですね。そうなると、まあ、幸か

不幸かね、第５次振興計画は２８年までつくるものの、つくんないんでしょうから、

できてないんでしょうから、これは振興計画の後期計画にぜひね、組み入れてもらっ

て、きちんとそういうものまで含めたこの考え方というのを取り入れる必要はあるん

じゃないかと私は考えてるわけであります。 

   で、今現在、９台のスクールバスが動いてるわけですね。９台のスクールバスって

いうのは、スクールバスは大体登下校のとききり動かないんですよね。そうすると、

登下校以外に高齢者なんかいうのは真昼間は何にも、毎日日曜日なんだから、医者に

行くとか買い物に行くとかに、その車を活用するとかということになれば、ほの雇用

の問題だって安定してくるわけでしょ、運転手の。朝晩きりやんねえから安い賃金で

やらざるを得ないっていうことが出てくるわ。それを日中動かせばそれなりのやっぱ

りちゃんと待遇しなくちゃなんなくなるわけですから、そういうものも含めて、総合

的にですね、今、みんながこの心配しておられるのは、山木屋に帰られる方はほとん

ど高齢者だと。その高齢者がこの自由に出歩けないという状況をなくすためにも、そ

ういうこのスクールバスの活用。まあ、スクールバスと言っちゃったんでは、これ、

活用できないんでしょうが、町営バスにするとかなんかとなれば、これは何ぼでも活

用を開けるわけですから、そういう点を含めたこの検討をぜひお願いしたいと思うわ

けであります。それらのことについてはどういうお考えでしょうか。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 今まさに遠藤議員がおっしゃるように、そういうことも含めて、

これから皆さんのご意見も聞きながら検討していかなきゃなんない大きな課題だと認

識をいたしております。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） まあ、このスクールバスの問題、学校改築の問題については、
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いろいろ疑問はありますが、そういう点でもう動き出しているわけですから、他の学

校との矛盾やなんかが起こらないような方向で対応をお願いしたいと思うわけであり

ます。 

   それから、第５次振興計画ですが、この、これはね、私はちょっとこの答弁書おか

しいんじゃないかと思うんですよ。振興計画は２８年までで、後期計画は２８年度中

につくるんだということはうたってあるにもかかわらずですよ、この選挙があったか

らできませんでしたっていう、こんな話っては行政として可能なんですか。その辺に

ついてまずお尋ねしておきたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（佐藤修一君） ご質問にお答えいたします。第５次振興計画、前期計画

が２８年度までというふうなことで、２８年度中に後期計画策定するということで進

めておりました。昨年、今年ですか、２月時点で町長が退職するというふうな事態が

ございまして、町といたしましては首長が変わっていってもやるべき方針というのは

一本筋が通ったものであるべきであろうという遠藤議員のご主張、もっともだと思い

ます。ただ、その中で、首長の重点事項、そちらをどのように配置するかというふう

なことについてすり合わせをするというふうなことで、そこら辺の調整のために２８

年度中に策定できず２９年度になってしまったということですので、おわびとご理解

賜りたいと思います。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） 私もきのうきょう議員になったんだら、ああ、そうですかと、

こう引き下がるんですが、大体この２８年度中につくるというものであればですよ、

通常、町の業務ってのはもう半年以上前から準備に入んないとできないでしょ。だか

ら、２月に町長がやめるときには、もう素案、基本的なものはできてなかったらおか

しいんですよ。２８年度につくろうとするのであれば。それを怠ってきたから、もっ

けの幸い、町長がかわっからということで逃げてるだけでしょうが、それは。行政が

そんなね、曖昧な形で、振興計画ってのは町の基本でしょうが。振興計画がないまま

でどこに進むんですか。信頼を失った町はどこさ進むかっつったらば、今のような右

往左往するような状態が出てくるわけですよ。 

   だから、これはね、ほんな言いわけをするんじゃなくて、取り組みがおくれたんだ

らおくれたんだって言われれば、ああ、そうですかって言うんですよ。町長選挙なん

かいうもので片づけようとすっから、何かだってんのと、町の行政、半年や１年前に

取り組まないでできたためしがないわけですから。これはね、そういう形で一つ一つ

のことをおくらせていったのでは、町民はついていく道がなくなっちゃうんですよ。

これはね、もう早急にね、これはつくってもらわなくちゃなんないことなんですが、

ほんだから、町長選挙に、町長がやめるっつったのは２月ですよね。その前にどこま

で準備できたんですか、これ。やってたんですか。 

○議長（高橋道也君） 企画財政課長。 

○企画財政課長（佐藤修一君） 振興計画の策定につきましては、昨年の５月に委託業者
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をプロポーザルによって決定いたしまして、６月から作業を始めております。先ほど

議員お質しの中でもございましたが、計画の策定要綱の中で２８年度中につくるとい

うふうなそういったこともございましたが、その時点で山木屋地区、そちらの記述も

この中にはなくてはいけないというふうなことで、解除時期、まだはっきりしており

ませんでしたので、その２８年度中という文言はその時点で削除させていただいて、

要綱も見直しさせていただきながら作業を進めてまいりました。で、２月にはあらあ

らの形での素案というふうなもの、でき上がっておりましたが、まだ調整は未定でし

たので、それについて先ほどのような形になったところでございます。おくれました

ことを再度改めましておわび申し上げます。 

   以上でございます。 

○議長（高橋道也君） 遠藤宗弘君。 

○１０番（遠藤宗弘君） まあね、まあそんなことだろうと私は思ってはいるわけですが、

だから、やっぱりね、期日を明記したものについてはやっぱり期日までにきちっとつ

くるんだと。ほんで町長がかわったら、それなりの方針が変わったなら変わったなり

の変更、何もやって悪いというような問題でもないわけですから、そういう点はやっ

ぱりね、きちっとやっぱり進めるべきことは進めて、町民の信頼を勝ちとっていくと

いうような調整で進めていただきたいということを申し上げ、私の質問はこれで終わ

ります。 

○議長（高橋道也君） ３番議員 菅野清一君の登壇を求めます。 

   菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） ３番 菅野清一であります。私は本定例会に当たり、先に通告し

てある大きく３件、細部１０件にわたり当局の姿勢を質すものであります。 

   強制避難地区の復興という名のもとに、この春、双葉、大熊町、そして一部困難区

域を除き４町村３万２,０００人の避難指示解除がされました。しかし、解除後、帰

還した人数はわずか１割、２割程度という厳しい現実を見れば、６年間に及ぶ避難生

活はそれまでの生活を根底から破壊し、避難者それぞれの生活の再建がいかに困難で

あるかを物語っているものであります。除染をしても思うように下がらない放射線量

への不安、除染によって既に地力を失い農地ではなくなった形だけの田畑、長い間積

み上げてきた地域共同体の崩壊、それは農業生産と生活そのものの仕組みを根こそぎ

破壊したものであります。 

   一方で、加害者である国と東電は原発事故の対策は既に終わったかのような感じが

している毎日であります。特に東電は株主を守るため、分社化の動きが活発化してお

り、避難するしないにかかわらず、全ての賠償から手を引こうとする姿勢が鮮明とな

っております。また、国は費用負担で大もめのオリンピック一色の行政職とは、まさ

にそれこそが国と東電の共謀罪そのものであります。被害者に寄り添うという言葉だ

けの、まさにその言葉の裏腹とのいんぎん無礼のこの姿勢は改めさせ、真に被害者救

済と、その生活再建を図らなければなりません。そのためにも今こそ２０１５年８月

の区域再建、いわゆる区域見直しの際の１２項目の原点に立ち返り、町は基礎的自治
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体の主権に照らして、その真意が問われている立場から、次の基本的姿勢を問うもの

であります。 

   大きく１番として、避難指示解除後の具体的対策についてであります。①農地除染

のその実態とその対策はどのようになっているのか。②３５０か所にも及ぶ豪雨災害

の復旧について、その見通しはどのようになっているのか。山木屋地区だけで２,０

４４か所あるというホットスポットの具体的対策はどのようになっているのか。④と

して、今の避難継続者への生活支援と応急仮設住宅、また借り上げ住宅などのその対

応はどのようになっているのか。⑤帰還者への生活支援対策は万全なのか。これは医

療、福祉、交通など全てであります。⑥として、それでも今すぐ帰還できず町外へ移

住した人たちの具体的対策はどのようになっているのか。 

   大きな２番として、東電第二原発の廃炉についてであります。①いまだ第二原発の

廃炉については東京電力は明確にしていないが、町の方針はどのようになっているの

か。②として原発に依存しない代替エネルギー政策についての町の基本的方針につい

てであります。 

   大きな３番目として、２００人以上を数える本町からの自主避難者への具体的支援

策についてであります。①住宅支援等の具体的支援策は町としてあるのかないのか。

②として、その自主避難者への情報提供や生活支援等の具体的対策はあるのか。 

   以上、１０件について当局の姿勢を質すものであります。 

○議長（高橋道也君） 当局の答弁を求めます。 

   町長。 

○町長（佐藤金正君） ３番 菅野清一議員の質問にお答えをいたします。 

   初めに、避難指示解除後の具体的対策についてはの（１）農地除染の実態とその対

策はについての質問でございますが、環境省からは、現在、牧草地と除染実施未同意

の農地を残して、おおむね完了していると報告を受けております。なお、牧草地につ

いては今秋の播種に向けて除染を進めていくとのことであります。 

   環境省では、土の剥ぎ取り、客土の後に、施肥による地力回復の対策を行っており

ますが、農地の地権者からは、元どおりの形状となっていない、高低差がある、石れ

きなどが農地に散在する、あるいはまた、地力がなくなってしまった、等々の苦情が

寄せられております。農地の機能としての仕上がりに問題が多いと認識いたしており

ます。そのため、環境省に対して、除染対策会議、あるいは除染進捗報告会の折に、

早急に現場確認をして対処していただくよう何度も求めております。環境省では、地

権者に対して営農再開支援事業により対応してほしいという説明もされておりますけ

れども、まずは約束どおり機能をしっかり回復させるための作業を丁寧かつ十分に行

った上で、地権者へ引き渡しをしていただくことを引き続き強く求めてまいる考えで

あります。 

   次に、豪雨災害の復旧についての見通しについてでは、山木屋地区では、３００か

所を超える被害箇所を確認して、環境省による復旧、県営事業で対応、公共災害対応

などの振り分けを行いました。また、それでも対象とならない６０か所につきまして
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は、福島原子力災害避難区域等帰還・再生加速事業により取り組むこととしておりま

す。昨年度、測量設計を完了し、現在は福島復興局との工事実施協議を行っておりま

すので、協議が調い次第、工事の発注をしてまいる考えであります。今回の議決案件

にもこのことを入れさせていただきましたので、よろしくご審議いただきますように

お願いを申し上げます。 

   なお、受益者が１人の農地で道水路等にも接していないような災害箇所につきまし

ては、どの事業にも該当しないため、町単独の農地・農業用施設災害復旧事業補助金

の活用をご検討いただくことになるものと考えております。また、帰還が進む中で、

新たな災害箇所を発見することもあると思われますので、連絡がありましたら、現地

を確認後に、どの事業で対応できるか判断してまいりたいと考えております。 

   次に、（３）のホットスポットの具体的対策についての質問でありますが、環境省

では、継続してモニタリングを行っていくとしております。除染の効果の維持を確認

することが主の目的ではありますが、高線量が確認された場合は、速やかな対策が求

められます。環境省はホットスポット対策の基準を示すことはしておりませんが、放

射線量に不安、不満があれば、現地を確認して必要なことを検討するとの説明であり

ます。環境省では、モニタリングはもちろんのこと、線量低減を図る対策について今

後も研究を重ねるべきであると考えておりますし、これらについても強く環境省に求

めてまいる考えであります。 

   次に、（４）の避難継続者への生活支援と応急仮設住宅の対応はについての質問で

すが、まずは避難先での住まいの確保が重要であります。現在のところ、仮設住宅や

借り上げ住宅の供与期間は来年３月まででありますが、町では議会、山木屋地区行政

区長会とともに、避難指示解除後２年間は継続供与できるよう国及び県に要望してお

りますので、避難者の帰還、移転等の意向も確認しながら、関係機関への要請、調整

を図ってまいります。なお、東京電力への家賃の求償により避難先を確保されている

方々は、家賃が自己負担となってしまうため、仮設住宅や借り上げ住宅の延長に合わ

せて、家賃賠償についても延長するよう国及び東京電力に求めてまいります。引き続

き、国、県にも事情を勘案いただくよう申し入れしてまいる考えであります。 

   次に、（５）帰還者への生活支援策は万全かについてのご質問でありますが、山木

屋地区復興拠点商業施設とんやの郷について、７月１日のオープンに向けて準備を進

めております。帰還された皆様には、買い物や食事の場としてご利用いただきたいと

思います。今後は、高齢者が医療や介護サービスを受ける上で移動手段に困ることが

ないよう、関係団体等々とも積極的に働きかけながら対策を考えてまいりたいと思い

ます。 

   次に、（６）町外移住者への具体的支援策につきましては、町外に移住したとして

も、ふるさととのつながりを保ちたいとお考えの方は多いと思っております。また、

いずれはふるさとへの帰還を考えて移住を選択された方もいると思いますので、ふる

さとにつながる者同士の心の支援が必要であると考えます。例えば、川俣町の情報の

提供の継続、移住先での出身者同士での活動への支援、活動の場としての公共施設の
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利用に対する支援などが考えられます。ふるさととのつながりを維持でき、将来の帰

還につなげられるよう、支援を考えていきたいと思っております。 

   次に、大項目２点目の東電福島第二原発の廃炉についてですが、その（１）いまだ

第二原発の廃炉について東電は明確にしていないが、町の方針はについての質問であ

りますが、第５次川俣町振興計画を補完するために平成２４年３月に策定いたしまし

た川俣町復興計画では、国及び電力事業者に対して、引き続き、一刻も早い事故の収

束と、飛散した放射性物質の除染、被災地域の復興及び賠償・補償に全力で取り組む

こと、県内の原子力発電所については、全て廃炉とすることを強く求めております。

引き続き、本町の原子力災害からの復興と、安全で安心な暮らしを実現するために、

あらゆる機会を捉えて県内の原子力発電所全ての廃炉を求めてまいりますので、ご理

解をいただきたいと思います。 

   次に、（２）の原発に依存しない代替エネルギーの政策について、町の方針はにつ

いては、これまで本町は環境問題への対応といたしまして、廃棄物の適正処理を進め

るとともに、省エネや循環型社会の推進に努めてきたところであります。特に町内に

所在する住宅等を対象とした太陽光発電システム設置費補助や、学校、社会教育施設

等に太陽光発電システム導入を促進してまいりました。今後も、福島第一原子力発電

所事故による被害を受けた地域として、脱原発という考えのもと、環境との共生と経

済的な活力が両立する再生可能エネルギーの導入など、原子力発電に依存しない代替

エネルギーとして、自然と産業が調和した再生可能エネルギーの導入を推進してまい

りたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと思います。 

   次に３点目の、自主避難者への具体的支援策はの（１）住宅支援等の具体的支援策

はについての質問でありますが、福島県では、災害救助法による支援の終了を踏まえ、

一律の家賃支援を終了する一方で、帰還される方へ、福島県ふるさと住宅移転補助金、

いわゆる引っ越しに係る費用の補助を行っているほか、４月からは１８歳未満の子ど

もを有し所要条件を満たす方に対しては、家賃の補助を行っております。私は、原発

事故から６年以上がたち、除染の進捗や食品の安全性の確保など生活環境が整うとと

もに、帰還困難区域を除いた避難区域が解除されるという、福島県にとって大きな節

目を迎える中で、旧避難区域以外からの自主避難者の方々への住宅支援の打ち切りに

ついてはやむを得ないものと考えておりますが、町といたしましては、避難先で孤立

しないよう、また帰還を考えられた際に少しでも不安が和らげるよう、そして川俣町

に安心して戻ってきていただけるよう、引き続き、広報紙などを活用しながら本町の

復興の現状等についてお知らせするとともに、相談事業に加え、ＡＤＲの活用等につ

いての情報提供などに取り組んでまいる考えであります。 

   次に、（２）の情報提供や生活支援等の対策はについてのご質問でありますが、

（１）住宅支援等の具体的支援策で述べましたとおり、町といたしましては、避難先

で孤立しないよう、また、帰還を考えられた際に少しでも不安を和らげるよう、そし

て、川俣町に安心して戻ってきていただけるよう、引き続き、広報紙などを活用しな

がら本町の復興の現状等についてお知らせするとともに、相談事業に加え、ＡＤＲの
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活用等についても、それら情報提供などに取り組んでまいる考えであります。 

   以上、答弁といたします。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） まあ、るる答弁あったわけですけど、私も時間がわずかなんで、

かいつまんでお聞きします。 

   この農地除染なんですが、先ほどからの説明とかあると、総体で９７３ヘクタール

と。残りが６３ヘクタールかな。まだやってないとこ。ということで、まあ、おおむ

ねっていうことなんですけど、実際引き渡しは何％済みましたか。 

○議長（高橋道也君） 原子力災害対策課長。 

○原子力災害対策課長（宮地勝志君） 除染のですね、結果報告につきましては、環境省

から住民の皆様には９３％報告済みという報告を受けております。ただ、いろいろ不

具合があるということでですね、引き渡しというその実態になってるものはですね、

はっきりとした数字はわかりませんが、皆様のお話から聞いてるとですね、半数近く

はそういう形にはなってないんじゃないかなというふうに受けとめております。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） 町長は現場、何回か見ましたか、各行政区。特に水田ですね、ひ

どいのはね。あれ、田んぼじゃないですよ。砂場ですよ。これ、除染の経過の中でも、

今まで環境省、何度も議論したんですが、本当はね、あの２０１５年の１２月の議会

で、農地除染については肥沃な土地にして水路を整備して引き渡しなさいということ

で意見書を挙げてんのね。まあ、意見書だから聞く、聞かないってのは環境省の判断

になると思うんだけど、でも現実に山砂入ってるわけですよね。山木屋の田んぼは海

水浴場じゃないですから、砂は要らないわけですよ。現実にはあとの維持管理も含め

た、いわゆる農地再生事業は別事業でやれと。これはふざけた話ですよね。 

   現実に今、農地除染終わったとこ、何人か借り受けして水田耕作やってますけど、

高低差が中には３０センチあるんです。平均で２０センチから１５センチ差があるん

ですよ。あの１枚３反歩、４反歩の田んぼをね、トラクター１台で均平作業は不可能

ですよ、現実は。でも、これが、私から言うとあのやつらだな、あのやつらの、おれ

から言わせれば、仕業なんですよ。これ、私はね、いろんなとこで話聞きましたけど、

自分のとこも見ましたけど、これ許されるもんじゃないですよ、現実に。あんなもの、

農地じゃないですから。これ、具体的にどういう形で要望していきますか。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 議員おっしゃるとおり、私も近い間隔では１週間に１回、１０日

に１回とかはずっと見させていただいておりますし、私ももともと農業でありますの

で、皆さんが懸念されるような水田の状況とか畑の状況とか牧草地の状況は認識をし

ているつもりであります。それらを含めて４月の頭に環境省に来ていただいて、詳し

く具体的に示すように直接私からもお話しもしました。５月にはその除染対策会議が

行われて、その中に報告はなされたんですが、現実にはその、今、議員がおっしゃっ

たようなさまざまな課題について、丁寧に、例えば文書で丁寧に示すというところに
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は至っておりませんので、来週にはまたもう一度環境省を呼んで、そこはしっかり伝

えていかないと、環境省の受けとめる姿勢が私は全くなってないんではないかってい

うように強く憤りを感じているのが現実であります。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） 年間通して除染、まあ除染っていうか、除染じゃないですよ、た

だ、移染作業ですけど、ただ削っただけですけど、路盤が弱いとこは当然深く掘るわ

けですよ。あのバックホーでね。で、かたいとこ浅くなるわけだし。で、もう路盤そ

のものがもう、路盤ってか地盤そのものが崩れたとこに山砂を適当にあけて、ならし

たということですから、今は沿道自体、まだ砂が見えてるんですけど、これ、だんだ

ん草が生えてきたり、仮にあと受託組合でそこを耕うんなんか、ロータリーなんかや

ったら、でこぼこは本当にわからなくなりますよ。実際、田んぼって水張って使うの

が一般的な田んぼなんですよね。陸稲じゃないですから。そういう点で、あの環境省

は幾ら除染だと言いながらも、あれは私から見たってね、許されることじゃないです

よ。 

   で、これ、町長ね、お願いしてどうする話はもうないです。もう町としては命令書

出してくださいよ、環境省に。こういうふうにしなさいと、改善命令書。だって国と

地地方の関係って法律上同じなんですよ。川俣町は環境省の下請でもなければ、安倍

総理の下請機関でもないわけですから。そこはきちんとちゃんと法律制度に基づいて

やってもらえばいいです。町長は特に議長まで経験して、県議員３期半ね、地方自治

には精通してるわけですから。で、国とのパイプもある程度あるわけですから。 

   で、現実にあのね、田んぼだけで山木屋は２３６ヘクタールあります。畑、４１４

ヘクタールあるんですよ。畑もひどいですけど、この特に田んぼについては強烈にひ

どいです、あの状態は。で、自分は耕作諦めても誰かに貸したいっていう人も現実い

るわけですよね。実際に借りてる人もいますから。で、３月３１、避難解除過ぎたら、

いわゆる東京電力の賠償の基準で民法４２２条の代位はもう終わったわけですからね。

それまでは売ったり貸したり譲ったりしちゃだめだって書いてあるんですよ。これが

解除になったわけですから、ここはやっぱりきちんとして農地として生かされないと、

山木屋地区だけで４５０億円ですから。除染費用ね。多分、２０１２年の１２月から

ＪＡの実証実験も始まってますけど、その次からの試算見ると、１０アール２４０万

です。１反歩、かかってる金が。２４０万であのありさまかということですよ。正直

言ってこれね、文書とか口頭でお願いしてる、もう状況じゃないです。もう来週にも

元通りしてくれと言いたくなるんですよ、私は。一方で解除、避難区域なくなったわ

けですから。具体的にどのようにしますか。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） まさにまだ引き渡しを受けていないものがかなりの割合でありま

すし、当然のことながら、これから一方では農地の保全管理という別メニューありま

すけれども、保全管理に入る前に、除染の完了に対するこちらの理解、で、環境省と

の違いというもののギャップをきっちり整理をできるようにすることが当面最大の課
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題だと思っていますので、そこに全力を傾注しなきゃなんないと思っています。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） まあ、事態は理解してるんであれば、それはそのような方法をと

るしかないと思うんですよね。だって、現実にあの高低差が３０センチとか、中には

４０センチぐらいのとこあるんですよね。これ、やってる業者にもよるわけですよ。

もう全部引き上げてますからね。それはきちんとやっぱりやってもらって、正直言っ

て、あの当時、自治会なり行政区長会でも国とも交渉したし議会でもやりましたけど、

少なくてもああいう後処理を要求したつもりは全くないわけですから。町長もね、遠

慮しなくていいんですよ、別に。要するにもう、政府といえども、町長は自民党を抜

けたっていうんですから、もう自由に町民党の立場でやるっていうんですから、当然

そうだと思うんですよね。 

   で、基本的には国の行政も市町村の行政も法律では同等であります。まして憲法９

４条には自主行政権はきちんと明確にされてるわけだし、まして役所の仕事は何かっ

ていったら、地方自治法第１条では住民の福祉の増進を主たる目的と書いてあるわけ

ですから。堂々とやっぱり改善命令を出すべきだと私は思うんですよ。もう要望なん

か出してる状況じゃないです、もう。それで、一方ではね、もう生活できる状態にあ

る、避難解除だってことで、もう受け入れてるわけですから、現実は。そうすっと、

片方だけがそのままの状態とかなら、どう考えたって、これ、理不尽ですよ、法律制

度に従ったって。これは早急にやって、報告していただきたいというふうに思います。 

   それで、除染といいながらも持ってったわけじゃないですね。あそこに置いたまま

なんですよね。あの黒い袋が６２万袋あそこに安置されたままなんですよ、静かに。

で、その線量でさえ環境省は報告してないわけですよね。まあ、いろいろ聞いてみま

すと、自分のとこは置いてなくても隣には山ほどあるんだと。そのときにあの袋の中

に幾らの線量あるんだと。山木屋に１０か所以上のフレコンバッグ置いてありますか

ら。まあ、フレコンバッグ、ただの土のう袋ですね、６,９００円の、実際は８００

円くらいだそうですけど。それはもうけた連中はもうけた連中でこれはしょうがない

です。これはシステム上の話ですから。 

   そうじゃなくて、そのいわゆる、要するに除染廃棄物、取った部分と可燃物と不燃

物をあの袋を開けて、中に、あの袋、要するにゴムシートで覆ったあの隠蔽したもの

をはかったって、あんなの誰も信用してませんから。実際は中のものがどのくらいの

線量あるのか、各地区ごとに全部データを出してください。これはやっぱり町長とし

て被災町村の首長として、その権利はあると思うんで。環境省に対して。これを早急

に環境省に申し入れして、議会にも提出してください。各地区ごとに。そうすっと大

体わかるんですよね。どの地区がどのくらいの線量だったかというのは。 

   というのは、これ、除染の前提になりましたけど、山木屋地区は比較的高いです。

当時は。２０１１年の６月から７月にかけて、調査によると、山木屋は１２か所です

ね、調査した場所が。一番高いとこで１６５万ベクレルです。１平米当たり。キログ

ラムで２万７,５００。５,０００超えると計測不能ですから。低いと言われるとこで
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も４４万４,０００ベクレルです。あの広範に降った金属製の物質が、バックホーで

削ったくらいでなくなるとは、科学的に考えたってあり得ないです、そんなことは。

除染したっていいながらも実際は自然減衰したと同じようなもんですよ、現実には。 

   で、現実にモニタリングポストありますよね、富士電機の。いわゆるアルファ通信

から買収したやつですよね。あんなもん誰も信用してる人いませんから。全部インチ

キ、でたらめですから。それはそれとして、この具体的にその袋の中の、除染廃棄物

の中の調査した検査結果を求めていただいて、議会にも提出していただきたいと。あ

そこにもう３年経過しても置いてあるっていう実態から考えれば、当然の義務だと私

は思うんですが、いかがですか。 

○議長（高橋道也君） 原子力災害対策課長。 

○原子力災害対策課長（宮地勝志君） 仮置き場に置いてある廃棄物の線量をそれぞれ出

してほしいということですね。国と町とで除染対策会議のほうを設けております。こ

ちらのほうは情報共有ということが目的でございますが、狙いとしましては住民ので

すね、不安を解消することが狙いとなっております。この会議では、私ども、町長に

かわってですね、副町長も出ております。再生事務所のほうは所長、あるいは代理の

方が出ております。そのレベルのですね、打ち合わせをしておりますので、まずはこ

この場でですね、求められたことをお話をしてまいります。そこでなかなかいい答え

が引き出せない場合はですね、これはまた組織として要望、もしくは先ほど議員から

ありましたが、命令というものも含めてですね、検討をさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） まあ、町長ね、担当課長がそう言うんでありますから、一番の不

安材料を除くのが帰還につながるってことだと思うんですよね。営農再開も含めて。

そしたら、あの袋の中身は何ぼやと。どんくらいなんだということを公表すんの、こ

れは当然の義務だと思うんで、これはきちんとやっていただいて、なるべく早い時期

に公表してください。それでも拒否した場合は、これはもうあらゆる法的手段を出し

てくださいよ。情報公開条例も含めて。これは基礎自治体としての私は役目だと思い

ますよ。それがあなたの仕事ですから。こう認識してください。 

   あとそのいわゆる豪雨災害の件ですけど、多分、去年の今ごろから６月、７月にか

けて、環境省と自治会も含めて避難解除に当たっての調査の中で、山木屋地区の豪雨

災害の箇所が我々総務委員会でも１５回にわたって調査しましたけど、３５０か所の

災害箇所があるということで、これを答弁書を見ると、なお６０か所については、道

路とか水路とかに接してない云々かんぬんって、こんなものは聞いていられません。

冗談じゃないですよ。これは明らかに避難区域に人が住んで管理できなかったことに

よって起きた災害ですから。これは国も認めてるわけですね。これを個人の、補助金

でやるなんつうことは言語道断ですよ、これ。明らかに地方財政法の２７条項に違反

ですよ、これ。２７条の、この何て書いてあるかわかりますよね。普通地方公共団体

が出資しなければならないもの、住民に転嫁してはならないって書いてあります。こ

れは明らかな違法行為ですよ、これ。こういう答弁書を書くこと自体が。私から見れ
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ば。これは撤回してもらって、きちんと全て行政の責任でやるということを答弁して

ください。あり得ねえよ、そんなこと。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 答弁の中身を確認してください。山木屋地区では３００か所を超

える被害箇所を確認して、環境省による復旧、県営事業で対応、公共災害対応などの

振り分けを行いました。また、それでも対象とならないのが６０か所あって、それを

今回の議会の中にいわば議決をお願いする、議決案件を出していただいておりますの

でという答弁をここに書いたものでありますので、そこはご理解をいただきたいと思

います。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） これは文章が違うのか認識が違うのかわかりませんけど、全て３

５０か所についてはやるってことで協議してたんですよ。それが漏れたから補助金で

やるなんてふざけた話は、私は聞いてられませんということですよ。 

   で、もう一つね、いいですか。これはね、なぜそうなったかっつうことはもう経過

でわかるわけですね。現場検証してるから。 

   ほんで、あともう一つは、このいわゆる除染のことですね。これ、避難解除にイコ

ールつながった部分についてでありますよね。で、２,０４４か所のホットスポット

があったと。で、ホットスポットであろうとクールスポットだろうと、私はどうでも

いい、そんな言葉は。言葉遊びは。町の除染の基本方針は年間１ミリってことは、こ

れ、今でも変わってないですよね。 

○議長（高橋道也君） 原子力災害対策課長。 

○原子力災害対策課長（宮地勝志君） 変わっておりません。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） だとするなら、居住制限区域に多いんですけど、１ミリ超えると

ころはたくさんあるんですよね。で、１日８時間以外、以内なんてことあり得ないわ

けですから。あの０.２３自体が根拠が間違ってます。法律的に。明らかです、これ

は。で、年間１ミリの法的根拠っては、町長ご存じですよね。三つの法律です。放射

線同位元素に係る法律第１９条に書いてます。あと原子炉等規制法。原子炉建屋と敷

地と一般敷地の境界は１ミリシーベルト以下でなければならないと。これも当然守っ

てないんですけどね。あとは原子炉基本法。全てそういう意味で１ミリシーベルトの

法的根拠ってあるわけですよ。ＩＣＲＰだって、ＩＣＲＰの２００７年の勧告がそう

なってますから。途中でいつの間にか２０ミリシーベルトに勝手に上げたと。それを、

株主を守る今の日本政府は、民主党政権も同じでしたけど、勝手に２０ミリシーベル

トに上げたっていうだけの話ですから。法的根拠はそういうことになってませんので。 

   んで、実際乙８区とか、帰還したい人いっぱいいるわけですよ、現実には。そうす

ると、やっぱその不安もあるわけですよね、現実には。で、この答弁書にも書いてあ

んですけども、モニタリングを行っていくとしてますが、モニタリングを行うと下が

るんですか。 
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○議長（高橋道也君） 原子力災害対策課長。 

○原子力災害対策課長（宮地勝志君） モニタリングをして下がるということはございま

せん。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） だからね、町長、まあ、町長は２月から来たから一部わかんない

っていうかもしれないんですけど、これ、国との協議の中でも、これ国も認めてるん

ですよね。これは、ただ、この問題はこの環境省なんですよ。私、最悪の組織だと思

っている。我が国の制度の中で。全く環境を守らない省庁が環境省ですから。もう最

低の組織ですけど、現実はあるわけですから。で、国の役人は、憲法９９条によると

法令遵守の義務を負ってるわけですよ。国の職員はコンプライアンスを守んなくてい

いなんてことあり得ないですから。 

   そうすっと、そういう意味ではきちんとこの法令遵守を守らせて。なぜなら、川俣

町としての町の除染方針は年間１ミリと、きちんと明確にしてるわけですから。それ

に基づいて、それに基づいて４５０億円の巨費を突っ込んで除染をしたわけでしょ、

現実は。除染の効果云々についてはまた別時点でやりますけど、まあ、５年ぐらい早

くなっただけの話ですよ。これはきちんとやっぱりやってもらわないとっつうか、や

らないと、国はいつも言う、その、避難解除は復興のスタートだと言いますけど、ス

タートどころじゃない、バックしてる状態です、これ。現実にね。これをやっぱりき

ちんと守らせるべきだと思いますが、町長の所見はいかが。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） まさに菅野議員おっしゃるように、環境省のさまざまな課題に対

する対応の仕方が全くなってないというのは全く共通な認識でありますので、そこは

強く私も向かっていきたいと思っております。 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） ここで休憩します。再開は３時５５分とします。 

                               （午後３時３８分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 再開します。              （午後３時５５分） 

◇          ◇          ◇ 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） まあ、ホットスポットも含めて、現実にはこの環境省のでたらめ

さが今こういう形になってるわけなんですけど、環境省といえど加害者ですから、加

害者だから、こういう知見も出しながら対策をとってるわけだと思うんで。 

   で、基本的に、私さっき申し上げましたけど、平成２５年の８月に安倍晋三君等の

名前で、本部長のね、区域見直し、応じたわけですよ。その区域見直しの１２項目の

中で守られてないのがいっぱいあるわけですよ、現実には。そういう意味では、こう

いう農地除染にしてもきちんとこれ意見書もね、２４年の１２月１２日にもこれ、当

時は民主党政権でありましたけど、その後、２５年の１２月のいわゆる安倍二次内閣
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のときもきちんと出してるわけですよ。そういう意味で、国にはちゃんとコンプライ

アンスを守る責務があるわけですから、これは基礎自治体の長として、徹底した、山

林も含めてね、今やっている山林は、あれは除染って書いてないですよね。要するに

森林再生何とかかんとかですよね。森林の再生しなくたって、そこに住む人間が再生

しないとどうにもならんのですから。ここをきちんとやってもらいたいというふうに

思っております。 

   次に、この生活支援の問題なんですけど、まあ先ほど、答弁で言えば１５９人の帰

還と。現在。まあ、やめて帰ってる人もいますから、ふえてるんだと思うんですけど。

現実、この１５０人だろうと２００人だろうと、じゃあ、高齢者ばっかり帰ってんの

かっつったら、比較的高齢者は帰ってません。体に病気とか疾患のある人は帰ってま

せんから、高齢者のちょっと手前の元気のいい人は帰ってますね、現実には。 

   それで、まず、その対策としてね、今、これ２月ぐらいからその話出てたんですけ

ど、じゃあ、帰った後の対応なんですけど、じゃあ、川俣町内に住んでたときにデイ

サービス受けてましたと。山木屋に帰んではできませんと断られたのが何か所かあり

ますよね。その事実はご存じですか。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） その話は聞いておりました。利用者が山木屋地区に戻っ

たかということでですね、介護サービスを断られるということは違法でございますの

で、ことしの４月の上旬に、町より町内各介護事業所へその旨の通知を出したところ

であります。積極的に山木屋地区の方にデイサービスを利用していただきたいという

事業者さんもございまして、利用者ご家族に施設の変更につきましてご理解をいただ

き、施設を変えてもらったケースがございました。帰還するに当たり、介護サービス

が受けられなくなるということはありませんので、町の保健福祉課や担当のケースワ

ーカーにご相談をいただきたいと思います。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） まあ、後で通達をして改善したということなんですけども、実態

は断られて、その施設を変えざるを得なかったというのも実態としてあるわけですよ

ね。そういう意味では、国で言ってることと町が受けとめてること、やってることが

違うからこういうふうな結果が出るっつうのも、まあ、混乱してる時期ってことはあ

るんでしょうが、基本的にそういうことなんですよね。 

   だから、一方では診療所の問題もそうですよね。週３日やってたのを意図的に１日

半にしましたよね。山木屋の人は１日半だけ病気になるわけじゃないですから。けが

する。そうすると、これ、採算ベースも含めて受け入れる医療機関なかったっていう

ことで、１日半ということになったって経過があるんでしょうが。現実は、そうだと

しても、今、山木屋はもともと診療所については、とにかく１５キロもあるわけです

から、端から端まで。面積３７平方キロありますね。そうすると、これ、世田谷区と
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品川区と合わせたくらいの面積持ってるわけですよ、山木屋だけで。３６万人の人口

の。そうすると、後援会をつくって送迎をやってたわけですよ。会費を取って。とこ

ろが、１００軒なのか１５０軒なのかわからないとこで、区長たちもそんな会費を集

めてできませんということなんですね。現実にこういうのが、復興加速化交付金を使

うなり町独自でやるなり、少なくても、これは町として対応すべきだと考えますが、

この点についていかがですか。 

○議長（高橋道也君） 保健福祉課長。 

○保健福祉課長（丹野雅直君） 震災前に後援会の方たちで診療所までの送迎は送ってい

ただいたということは存じ上げてございます。それで今、送迎のほうをね、なかなか

後援会さんのほうでもできないということの話も私も伺っておりましたので、今、町

のほうでですね、デマンドタクシーを利用していただきまして、自宅から診療所まで

のサービスを始めたところでございますので、そちらのデマンドタクシーをご利用い

ただきたいと思います。 

   以上、答弁とさせていただきます。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） そういう、こうさまざまな問題が浮き彫りになってくるわけです

ね。当然、帰還する人が少ない、公共体系はきちんとやらなくてはならない。一方で

は、今度、課税も経過措置でありながらも通常どおりになってくるということで、生

活不安が多くなって、やっぱり帰るのを諦めるって人も当然これ出てくるわけですし。

そういう点では、住民の福祉の増進を図ることを主たる目的とする基礎自治体として

は、それはきちんと対応しなきゃならないと思うんで、これはきちんとやっていただ

きたいと。 

   特に、今度７月オープンされるという復興拠点施設についても、８キロ、９キロの

とこ歩いて昼飯食いに行く人はいないだろうと。そういう人たちのやっぱり便宜もき

ちんと図ってやらないと、なぜこういうことを言うかっつうと、好きこのんで福島だ

の郡山に引っ越したわけじゃないんですよ。いわゆる原子力災害特措法という法律に

基づいて国は避難しろと。避難するかしないかは首長の判断です。基礎自治体の。と

いうことは、基礎自治体としての責任があるってことですよ、法律的に解釈すれば。

その点ではきちんとした対応していただきたいというふうに思います。 

   あと一方では、圧倒的に戻れない人が多いわけですから、その辺の支援についても、

まあ、３月議会では心の支援っていう話ありましたけど、具体的この組織づくり、あ

とはそれぞれの名簿。どこに住んでっかわからないと。新聞とってないと、死亡記事

を見ないと、どこに行ってっかも、それもわからないと。いわゆる福島行こうが、郡

山行こうが、二本松行こうが、千葉に行こうが、山木屋に家と土地がある限りは山木

屋の人間なわけですから。川俣の町民だったわけですから。それがこのいわゆる政治

的判断で、国策としてやったエネルギー政策でやった原発事故によって被害を受けた

ことについては、国家責任があるってことは法律的にも体系的にも明らかなわけです

から、これはきちんと私はやるべきだと思うんで。じゃあ、具体的に、じゃあ、いつ
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ごろからどういう形でやろうとしてますか。町長。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） 先ほど答弁を申し上げましたように、現実的に今帰り始まった人

たち、あるいはこれから帰っていただけると思われる人、あるいは今、仮設住宅にい

る人たちにも、今、訪問相談をしておりますので、そういうものを積み上げながら、

いつの段階からどのような形で具体的な対策がとれるのかを、できるだけ早く示せる

ようにしたいと考えております。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） 既に、まあ川俣の場合、全町避難じゃないから、なかなか難しい

のかもしれませんけど。まあ、飯舘にしろ葛尾村にしろ、そういう組織をつくりなが

ら、心のきずなを維持して、帰還後もそれぞれの地区の行事なりイベントのお手伝い

なり、移住した人だって、そこの地区の自治会にも入ってなきゃ。もともとのとこに

もやらなきゃ。二地域居住はそういう実態を生むわけですから。そこもやっぱりきち

んとフォローしていかないと、町は広報だけ毎月来ますけど、また同じようなの来た

なと。で、誰も見なくなり、アンケートとってもだんだんだんだん答える人がいなく

なる。なぜ答えないかってったら、アンケートの答えに行政が応えないからですよ、

現実には。だから、どんどんどんどん住民が信用しなくなってきて、逃げる住民を追

いかける行政って形になってくるわけですよね、現実。これはやっぱり一方でもね、

改善しないと自治体としての単位が成り立ってこないと私は思うんで、これはきちん

としていきたいというふうに思ってます。しなきゃなんないと思ってます。 

   それで、まずその廃炉については、これ、考え方いろいろあるんですけど、基本的

に国は事業者任せの判断してますよね。町長も５月９日に、浪江、津島を通って１Ｆ、

２Ｆ、まあ２Ｆは行かなかったのかな。行ったと思うんですけど、具体的にどのよう

に感じましたか。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） あの、どのように感じましたかって、津島の状況ですか。１Ｆで

すか、２Ｆ。 

○３番（菅野清一君） 両方含めて。 

○町長（佐藤金正君） まさに６年、私はかなりの頻度で、第一原発の事故直後から多分

ここで私が一番回数は入ってるとは思いますけれども、６年たっても特に行く途中の

その津島の状況っていいますか、あそこを見させていただきながら、この前は馬場町

長さんとも通れるようにしてほしいんだというお話し合いもしてきましたけど、その

辺が大きな課題だなっていうのを痛切に感じました。もう一方では、その６年間の通

行規制区間が現状のまま保たれてるっていいますか、荒廃してきた状況は極めてこう、

心にショックを受けたことも事実であります。 

   それから第一原子力発電所の構内につきましては、極めてその環境そのものは著し

く進化したことは直感いたしました。私は免震棟の中にも幾たびか中に入ってみまし

たけれども、そこに働く人たち、あるいは出入りするゾーン、あるいはいろんな汚染
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水対策も、私が行ったときはいわばボルト締めの汚染水でありましたけど、今はほと

んど溶接した一体型になりましたし、大変こう、環境整備に対する意識は変わってき

た。それから凍土壁、私が細かいこと説明してもしょうがないと思いますけど、凍土

壁の取り組みについても、課題は今もまだ残っておりますし、ある意味で４０年かか

るという表現の、その廃炉作業の長い期間が必要とする極めて重大な事故であったな

っていうのを、今回また改めて痛感をした次第であります。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） 現場はああいう状況で、今もともとの敷地をコンクリートで固め

て、より放射能隠蔽作戦に出たから低くなってるだけの話であって、１号機から３号

機、いまだに１,３５０本ぐらいの燃料棒が入ったまま、あの高さ３０メーターのと

こにあるわけですね、現実ね。深さ１４メーターありますから、あのプールはね。重

さ１,８００トンあるんですよ、４号機は。あれはもう抜きましたけど。２Ｆだって

同じですよ。２,７４４本あんですよ、あれ。あの１基当たり。あれ、高さ４２メー

ターのとこにあんですよ。あれを考えたら、いち早くやっぱりそれをやらないと、そ

のいわゆる廃炉の決定方針をやらないと、私は大変なことになるなと私は見てます。

現実にはガラス固形化したって、人がさわれるように近づけるまで３０年、５０年か

かるんですよ。完全になくなるまで３００年かかるんですよ。まして３号機はプルサ

ーマルですから。もっと遅いわけですよ。そういう意味では、もう事態の猶予は許せ

ないなっていうふうに思ってます。 

   次に自主避難の問題ですけど、これは町長、答弁でもやむを得ないっていうふうに

答弁してますけど、実際これね、自主避難の数ってわからないんですよ。県の発表は

ほとんどうそだと思って私聞いてますけど、２万３,０００とか言ってますけど、実

際県のデータは皆そうですよね。仮設から災害公営住宅移った人は避難者からマイナ

スカウントされんですよ。で、２万４,０００人も避難者の数違ったじゃないですか。

ああいうでたらめをやるわけですよ、現実に。県は。特に最近の福島県はひどいです。

そういう意味では、やっぱり川俣も２３０人とかっていうの、実際に２００人なんか

３００人なんか把握できないのが実態なんで、これはきちんとやっぱり国にちゃんと

申し入れをすべきだと私は思うんですよ。まあ、聞くか聞かないは国の話なんで、こ

れはしょうがないんですけど、現実に２００人以上の自主避難者いるってこと自体が、

これ、異常なことですよ。現実は。 

   で、ＡＤＲ云々とかって言ってますけど、実際、東電の支払い状況の見てもね、実

際はそんなん支払ってないですよ。現実には。９兆円用意したけど実際７兆３,００

０億円しかまだ払ってないし、で、自主避難者には５,０００億円ですか。強制避難

ったって２兆９,０００億しか払ってないんですから。あと残りの３兆５,０００億は

役所と企業ですよ。そういう意味では、まだまだその責任は果たしてないというふう

に思うんで、これはどっから考えたって、あの子ども被災者支援法から見れば、どこ

にどういう避難をしても国が責任持って面倒見なきゃならない。それで書いてあるわ

けですよ。それを国が途中から勝手に解釈して、引き出してもらったわけです。 
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○議会事務局長（大内 彰君） 菅野議員、残り５分です。 

○３番（菅野清一君） そういう点では、町長、このもう一回、このやむを得ないっての

は、これは撤回してもらいたいと思うんですけど、いかがですか。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） いわば、まあ、これは３月議会でも同じような議論をさせていた

だいて、その今私どもが皆さんの思いと共有しながら、その自主避難者へどれだけの

対策ができるのか。私は町としては今も訪問活動を積み上げておりますけれども、こ

の活動についてはこれからも続けていくし、川俣町としてできるだけの支援はしてい

かなければならないと思っております。そういう意味で、思いそのものは変わってお

りませんが、ここに書いたのはいわば、これ、川俣町単独で自主避難者対策が全てで

きるわけではないという背景もあってこのような表現を書きましたけど、これからも

さまざまな分野、一生懸命対応すべきものだというような認識はいささかも変わって

おりません。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） これはもちろん川俣だけの問題じゃないんですけど、二本松だっ

て５００人以上の人が自主避難してます。伊達市については６００人以上の自主避難

者がいると。これ、明らかにこれ異常な状態ですよ。そういう意味では、この子ども

被災者保護法に照らして、やっぱり基礎自治体の長として、やっぱり少なくても我々

よりは、大臣なり副大臣なり国との接する機会は一番多いわけですよ。そのために憲

法９４条で普通地方公共団体には自主行政権、自主財政権、与えられてるわけですよ。

そこはやっぱりきちんとやってもらわないと、国民は納税の義務だけを課せられたん

では、たまったもんじゃないわけですから、そういう意味ではまさにこの民主主義の

根幹でありますから。そしていつまでも共謀罪にうつつを抜かしてないで、もっと国

も目覚めよということをきちんと申し入れをしていただくようにお願いしたいと思う。

それはいかがですか。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） しっかりと要望活動は続けてまいる考えであります。 

○議長（高橋道也君） 菅野清一君。 

○３番（菅野清一君） 最後に町長に聞いておきますけど、基本的にコンプライアンスは

川俣町も法令遵守はこれからも守っていくんだと、憲法９９条の、これは間違いない

ですか。時々今までの議論の中で、国が、県がって自分の基礎自治体を忘れたような

答弁してたことがいろいろあるんで、こんなもの許されることではありませんので、

民主主義国家で。これをきちんと答弁いただいて、質問を終わりたいと思うんです。 

○議長（高橋道也君） 町長。 

○町長（佐藤金正君） そのように努めてまいります。 

○３番（菅野清一君） 以上、質問を終わります。 

◇          ◇          ◇ 

◎散会の宣告 
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○議長（高橋道也君） 以上で本日の日程は終了いたしました。 

   あす３日土曜日、４日は日曜日のため、休会といたします。５日月曜日は午前１０

時から、総務産業常任委員会、厚生文教常任委員会を開催していただきます。 

   本日はこれをもって散会といたします。 

   お疲れさまでした。                   （午後４時１４分） 
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